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(57)【要約】
【課題】正面白輝度が高く且つ画面内において均一且つモアレなどの干渉縞抑制が可能で
あり、しかも薄型化に対応可能な、液晶表示装置および該液晶表示装置の製造方法を提供
することを課題とする。
【解決手段】バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づ
く像鮮明度測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の
値が９．５％～６１．５％である光散乱性を有する光学フィルムを、光源と液晶セルの間
に有することを特徴とする液晶表示装置。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮明度
測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の値が９．５
％～６１．５％である光散乱性を有する光学フィルムを、光源と液晶セルの間に有するこ
とを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　ヘイズが０．１％～３０％である光学フィルムを含む光散乱性を有する構造を光源と液
晶セルの間に有することを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　光源と液晶セルの間に偏光板を有し、該偏光板にヘイズが０．１％～３０％である光散
乱性を有する光学フィルムが積層されていることを特徴とする請求項１または２記載の液
晶表示装置。
【請求項４】
　前記光学フィルムが光散乱層を有し、該光学フィルムの光散乱層を有する側の表面の中
心線平均粗さＲａの値が０．００４μｍ～０．４５μｍであることを特徴とする請求項１
～３のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記光学フィルムの、受光角２°のゴニオフォトメーターで測定される散乱光プロファ
イルの光源に対する出射角４°の散乱強度の値が、０．０３～０．０７であることを特徴
とする請求項１～４のいずれかにのいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記光学フィルムが透光性粒子として平均粒径が２．５μｍを超え２０μｍ以下の架橋
樹脂粒子を含むことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記光学フィルムが、セルロースアシレートを含む光透過性基材と光散乱層とを含み、
該光学フィルムの膜厚が２０μｍ～２００μｍであることを特徴とする請求項１～６のい
ずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　透光性粒子およびマトリックス形成成分を含む組成物を光透過性基材上に塗布して前記
光散乱層を形成する工程を含むことを特徴とする請求項４～７のいずれかに記載の液晶表
示装置の製造方法。
【請求項９】
　前記光学フィルムが偏光板保護フィルムであることを特徴とする請求項１～７のいずれ
かに記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液晶表示装置および液晶表示装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示装置（ＬＣＤ）が、薄型で、軽量で、且つ消費電力が小さいことから広
く使用されてきている。液晶表示装置は、液晶セル及び偏光板を含む。偏光板は、通常、
保護膜と偏光膜とからなり、ポリビニルアルコールフィルムからなる偏光膜をヨウ素にて
染色し、延伸を行い、その両面に保護膜を積層して得られる。透過型液晶表示装置では、
この偏光板を液晶セルの両側に取り付け、さらには一枚以上の光学補償シートを配置する
こともある。また、反射型液晶表示装置では、通常、反射板、液晶セル、一枚以上の光学
補償シート及び偏光板の順に配置する。液晶セルは、通常、液晶分子、それを封入するた
めの二枚の基板及び液晶分子に電圧を加えるための電極層からなる。液晶セルは、液晶分
子の配向状態の違いで、ＯＮ－ＯＦＦ表示を行い、透過型、反射型及び半透過型のいずれ
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にも適用できる、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ
　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ　Ｂ
ｅｎｄ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃ
ａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ
　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）のような表示モードが提案、使用されている。
【０００３】
　ＬＣＤは自発光ではないため、一般的に面光源が必要である。面光源の態様としては、
液晶セルと発光光源との間に拡散シートやプリズムシートなどの光拡散能を持つ部材など
を介在させて一様な面光源とするバックライト型が広く用いられており、その発光光源と
して冷陰極管（ＣＣＦＬ）やＬＥＤが使用されている。また一部のＬＣＤでは、導光板の
エッジ部分に光源を配置し、拡散シートやプリズムシートなどと組み合わせで、面光源化
している形態（エッジライトタイプ）も知られている。これらは上述の様に一般的に線光
源あるいは点光源から面光源に変換をするため、拡散シートを用いて均一な面光源化をし
ている。特に、拡散シートは、一般的に、バックライトとバックライト側偏光板との間に
配置される。拡散シートを配置することで、光源による輝度ムラの低減と表示特性の面均
一化が達成されるとともに（特許文献１）、入射光が液晶セル中の画素と干渉して、モア
レ等の干渉縞を生じるのを抑制することができる。
　しかし近年、製造コストを軽減することを目的として、液晶表示装置の部材数を削減す
ること、又は低消費電力化のため光源に利用される蛍光灯数を減少することが試みられて
いる。またＬＣＤの薄型化のため、バックライト光源と拡散シートとの距離が近くなり、
そのため、従来の拡散フィルムでは、均一な光拡散を達成することが困難になってきてい
る。そこで可能な限り距離を稼ぐため、拡散シート代替として、バックライト側偏光板の
表面に拡散性を有するものが使用されてきている。
【０００４】
　例えば、特許文献２には、多孔質不定形粒子と球状粒子とを分散含有する、所定の特性
の光拡散層を有する光拡散偏光板が提案され、これによって光拡散シートを省略できるこ
とが開示されている。また、特許文献３には、微粒子を含有するドープを支持体上に流延
する工程を含む光拡散フィルムの製造方法が提案され、この方法によれば、光学的等方性
等に優れる光拡散フィルムが作製できることが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－３２３７００号公報
【特許文献２】特開２０００－７５１３４号公報
【特許文献３】特開２００１－１７２４０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、上記文献に記載の光拡散フィルム等は、全光透過率が低いので、画像表示装置
に用いると、正面白輝度の低下の一因になる場合がある。また、十分な拡散性を確保する
ために多量の溶媒に溶解しない粒子を含有させる必要があるため、フィルムの脆性が悪化
してしまう場合がある。一方、正面コントラスト低下抑制のため、曇価（またはヘイズ）
を下げる、つまり全光透過率を上げると、均一性の悪化（蛍光灯のムラなど）やモアレ等
の干渉縞を生じるのを抑制できなくなる場合がある。
　本発明は、正面白輝度が高く且つ画面内において均一且つモアレなどの干渉縞抑制が可
能であり、しかも薄型化に対応可能な、液晶表示装置および該液晶表示装置の製造方法を
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、特定範囲の像鮮明度を示す光散乱性を有する光学フィ
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ルム（光散乱性フィルムともいう）を、液晶表示装置のバックライトと液晶セルの間に配
置して使用することにより、正面白輝度を低下させることなく、線光源あるいは点光源に
よる輝度ムラを低減・均一化し、モアレなどの干渉縞の抑制が可能な液晶表示装置が実現
できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明者らは、以下の各構成により、上記目的を達成した。
１．　バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮
明度測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の値が９
．５％～６１．５％である光散乱性を有する光学フィルムを、光源と液晶セルの間に有す
ることを特徴とする液晶表示装置。
２．　ヘイズが０．１％～３０％である光学フィルムを含む光散乱性を有する構造を光源
と液晶セルの間に有することを特徴とする上記１に記載の液晶表示装置。
３．　光源と液晶セルの間に偏光板を有し、該偏光板にヘイズが０．１％～３０％である
光散乱性を有する光学フィルムが積層されていることを特徴とする上記１または２記載の
液晶表示装置。
４．　前記光学フィルムが光散乱層を有し、該光学フィルムの光散乱層を有する側の表面
の中心線平均粗さＲａの値が０．００４μｍ～０．４５μｍであることを特徴とする上記
１～３のいずれかに記載の液晶表示装置。
５．　前記光学フィルムの、受光角２°のゴニオフォトメーターで測定される散乱光プロ
ファイルの光源に対する出射角４°の散乱強度の値が、０．０３～０．０７であることを
特徴とする上記１～４のいずれかにのいずれかに記載の液晶表示装置。
６．　前記光学フィルムが透光性粒子として平均粒径が２．５μｍを超え２０μｍ以下の
架橋樹脂粒子を含むことを特徴とする上記１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
７．　前記光学フィルムが、セルロースアシレートを含む光透過性基材と光散乱層とを含
み、該光学フィルムの膜厚が２０μｍ～２００μｍであることを特徴とする上記１～６の
いずれかに記載の液晶表示装置。
８．　透光性粒子およびマトリックス形成成分を含む組成物を光透過性基材上に塗布して
前記光散乱層を形成する工程を含むことを特徴とする上記４～７のいずれかに記載の液晶
表示装置の製造方法。
９．　前記光学フィルムが偏光板保護フィルムであることを特徴とする上記１～７のいず
れかに記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、正面白輝度が高く且つ画面内において均一且つモアレなどの干渉縞抑
制が可能であり、しかも薄型化に対応可能な、液晶表示装置および該液晶表示装置の製造
方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】従来の液晶表示装置の一例を表す模式図（（ａ）は直下型、（ｂ）はサイドライ
ト型）である。
【図２】本発明の液晶表示装置の一例を表す模式図（（ａ）は直下型、（ｂ）はサイドラ
イト型）である。
【図３】光散乱性を有する構造における部材配置の一例を表す模式図である。
【図４】光散乱性を有する構造における部材配置の一例を表す模式図である。
【図５】（ａ）マルチマニホールド型の共流延ダイを示す模式図であり、（ｂ）フィード
ブロック型の共流延ダイを示す模式図である。
【図６】本発明における光散乱性フィルムの一例を示す断面図である。
【図７】本発明における光散乱性フィルムの一例を示す断面図である。
【図８】従来の光散乱性フィルムの一例を示す断面図である。
【図９】流延ドラムを用いた溶液製膜装置を示す図である。
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【図１０】流延バンドを用いた溶液製膜装置を示す図である。
【図１１】光散乱プロファイル測定装置の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明について更に詳細に説明する。なお、本明細書において、数値が物性値、
特性値等を表す場合に、「（数値１）～（数値２）」という記載は「（数値１）以上（数
値２）以下」の意味を表す。また、本明細書において、「（メタ）アクリレート」との記
載は、「アクリレート及びメタクリレートの少なくともいずれか」の意味を表す。「（メ
タ）アクリル酸」、「（メタ）アクリロイル」等も同様である。
【００１２】
　本発明の液晶表示装置は、バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　
７１０５に基づく像鮮明度測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定さ
れる透過画像の鮮明度（像鮮明度とも称する。）の値が９．５％～６１．５％である光散
乱性を有する光学フィルム（光散乱性フィルムともいう）を、光源と液晶セルの間に有す
ることを特徴とする。
【００１３】
　＜液晶表示装置の構成＞
　従来の液晶表示装置の構成の例としては、直下型では、図１（ａ）に示すように、光源
側から、〔光源１／拡散板３／集光シート４（プリズムシートなど）／上拡散シート５／
液晶パネル１２（偏光膜１０／保護フイルム（位相差フイルムなど）９／基板８／液晶セ
ル７／保護フイルム１１）〕となっており、主にテレビ等大型ＬＣＤに用いられている構
成である。一方、サイドライト型の構成は、図１（ｂ）に示すように、光源１が発光光源
２及び導光板１３で構成されており、主にモニタ、モバイル用途などの小型ＬＣＤに用い
られている。
　下拡散シートは主にバックライトユニット（ＢＬＵ）６の面内輝度ムラを低減するため
の光拡散性の強い光学シートであり、集光シートは拡散光を液晶表示装置の正面方向（表
示装置平面の法線方向）に集光させるための光学シートであり、上拡散シートは集光シー
トであるプリズムシートや液晶セル中の画素など周期的構造により発生するモアレを低減
するための、および下拡散シートで除去しきれない面内輝度ムラをさらに低減するために
用いられる光学シートである。
　本発明の液晶表示装置においては、図２（ａ），（ｂ）に示すように、上拡散シートの
代わりに、下偏光板の保護フィルムに光拡散性を付与し（光散乱性フィルム１４）、上拡
散シートと同様以上の性能を発揮させるものであり、上記構成とすることで、モアレや面
内輝度ムラを軽減するだけでなく、上拡散シートを用いる従来技術では弊害となっていた
、正面輝度や正面コントラストの低下を抑える効果をもたらす。さらに上拡散シートを除
去することで、液晶表示装置全体のコストダウンを実現できる。
【００１４】
　具体的には、上拡散シートを用いる従来技術では必要以上に広角の範囲まで入射光を拡
散させており、これにより相対的に正面方向への出射光量を低下させていた。本発明の構
成、即ち下偏光板に付与した光拡散性保護フィルムの光拡散プロファイルを最適化させた
液晶表示装置においては、正面方向への出射光量を低下させることなく、モアレや輝度ム
ラ軽減に必要十分な拡散性を付与しているため、この問題を解決できる。また、バックラ
イト、下拡散シートの特性を変えたり、これら部材を複合化したりすることで、本発明に
用いる光拡散性を有する光学フィルムの最適光散乱プロファイルも変化はするが、上述の
構成範囲内であれば概ね目的の性能を発揮することが可能である。なお、仮に上述の範囲
とは多少異なる範囲に最適値がある場合についても、同業者であれば容易に推考できるも
のと考える。
【００１５】
　さらに、一部の液晶表示装置では、輝度向上フィルム（例えば、ＤＢＥＦ；住友３Ｍ社
製）を下偏光板の直下に使用するものがあり、下偏光板の保護フィルムに光散乱性フィル
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ムを配すると偏光解消が起こり輝度向上性能の低下を招くことがあるが、本発明の液晶表
示装置では偏光解消の大きい広角散乱成分が少ない光学フィルムを用いているため、輝度
向上性能の低下を極めて少なくすることができる。
【００１６】
　＜光学フィルムの層構成＞
　本発明における光学フィルムは光拡散能を持つものであり、好ましい態様としては光透
過性基材（支持体ともいう）の上に少なくとも１層の光散乱層を有するものである。光散
乱層には、該層のマトリックス中に透光性粒子が分散していることが好ましい。光散乱層
は１層でもよいし、複数層、例えば２層～４層で構成されていてもよいし、光散乱層と光
透過性基材が積層された構造でもよい。また、光散乱層は光透過性基材とを同種の材料で
共流延などにより作製し、光散乱層と光透過性基材とが一体となった態様（光散乱性基材
ともいう）でもよい（図６、７参照）。
【００１７】
　本発明における光学フィルムでは、光散乱層以外の層が塗設されていてもよい。これら
の層としては、例えばハ－ドコート層、帯電防止層、反射防止層等が挙げられる。例えば
、ハ－ドコート層は隣接する部材との擦れに対して、帯電防止層は液晶表示装置組立ての
際に生じる静電気等に対して設けられる。必要に応じて光散乱層がハ－ドコート層、帯電
防止層、等の機能を同時に有していても良い。
【００１８】
　また、光源からの光が反射して迷光とならない様に反射防止層を設けると良い。本発明
では低反射化の点から、既知の反射防止膜を用いることができる。例えば、特開平８－１
２２５０４号公報、同８－１１０４０１号公報、同１０－３００９０２号公報、特開２０
０２－２４３９０６号公報、特開２０００－１１１７０６号公報等に記載の構成が挙げら
れる。なお、製造が単純で生産性が高いという点で、本発明で好ましい形態は、支持体上
に単一層の光散乱層を有する光学フィルム、および、支持体上に単一層の光散乱層と単一
層の低屈折率層をこの順に有する反射防止性を付与した光学フィルムである。
【００１９】
　＜光散乱層の構成＞
　本発明における好ましい光散乱層の態様としては、光散乱層がバインダー樹脂と透光性
粒子を含んでなり、少なくとも一方の表面に凹凸形状を有するものである。例えば、透光
性粒子、マトリックス形成成分（バインダー用モノマー類等）及び有機溶媒を含有する塗
布液を塗布・乾燥し硬化してなる層である。
【００２０】
　光散乱層を形成するための塗布液は、例えば、電離放射線等で硬化されて形成する透光
性ポリマーの原料となる主たるマトリックス形成バインダー用モノマー類、透光性粒子、
重合開始剤、さらに必要に応じて、塗布液の粘度を調整するための高分子化合物、カール
低減や屈折率調節等のための無機微粒フィラー、塗布助剤等を含むことができる。
【００２１】
　光散乱層の厚さは８μｍ～１５μｍが好ましく、より好ましくは１０μｍ～１５μｍで
あり、更に好ましくは１２μｍ～１５μｍであり、最も好ましくは１３μｍ～１４μｍで
ある。８μｍ以上の場合には、下記に述べる透光性粒子を用いた場合に表面凹凸が大きく
なりすぎずＬＣＤに搭載した際の正面輝度が低下しないため好ましい。１５μｍ以下であ
れば表面凹凸が小さくならず光散乱性が十分であり、また、膜の脆性が悪化しないため好
ましい。
【００２２】
　＜光散乱層の透光性粒子＞
　本発明における光散乱層に含まれる透光性粒子の平均一次粒径は２．５μｍを超え２０
μｍ以下であることが好ましく、該範囲内であれば凸部の形成に加え、内部散乱を付与し
た場合に広角散乱を抑え、前方散乱しやすい。更には３．５μｍを超え１５μｍ以下が好
ましく、５μｍを超え１２μｍ以下が最も好ましい。２．５μｍ超であれば凸部が形成し
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やすく、また適度に広角に光が散乱する。また、必要に応じて更なる粒子を添加しても良
い。
【００２３】
　本発明では、必要な内部散乱性を得るために、透光性粒子と透光性樹脂（マトリックス
）との屈折率を調節することが好ましい。
　また、２種以上の粒子を使用する場合は、粒子同士の屈折率差は０でも良いが、異なっ
ている方が好ましい。
【００２４】
　さらに、少なくとも１種の粒子が透光性樹脂よりも屈折率が低く、別の少なくとも１種
の粒子が透光性樹脂よりも屈折率が高い態様をとることが好ましい。例えば、高い屈折率
の粒子は屈折率が透光性樹脂に対して０．００１～０．０５０高いのが好ましく、更に好
ましくは０．０１５～０．０３０高い場合である。低い屈折率の粒子は透光性樹脂に対し
て０．００１～０．０５０低いのが好ましく、更に好ましくは０．００５～０．０１５低
い場合である。２種以上の粒子同士の屈折率が異なることで内部散乱の制御が容易となる
。
【００２５】
　本発明では、透光性粒子として、樹脂粒子および無機微粒子のうち少なくともいずれか
を用いることができる。
【００２６】
　樹脂粒子の具体例としては、例えば架橋ポリメチルメタアクリレート粒子、架橋メチル
メタアクリレート－スチレン共重合体粒子、架橋ポリスチレン粒子、架橋メチルメタアク
リレート－メチルアクリレート共重合粒子、架橋アクリレート－スチレン共重合粒子、メ
ラミン・ホルムアルデヒド樹脂粒子、ベンゾグアナミン・ホルムアルデヒド樹脂粒子等の
樹脂粒子が好ましく挙げられる。なかでも架橋樹脂粒子が好ましく、架橋スチレン粒子、
架橋ポリメチルメタアクリレート粒子、架橋メチルメタアクリレート－スチレン共重合体
粒子等がより好ましい。さらにはこれらの樹脂粒子の表面にフッ素原子、シリコン原子、
カルボキシル基、水酸基、アミノ基、スルホン酸基、燐酸基等を含む化合物を化学結合さ
せた所謂表面修飾した粒子やシリカやジルコニアなどのナノサイズの無機微粒子を表面に
結合した粒子も好ましく挙げられる。
【００２７】
　また、透光性粒子として、無機微粒子を用いることもできる。無機微粒子の具体例とし
ては、シリカ粒子、アルミナ粒子等が好ましく挙げられるが、シリカ粒子が特に好ましく
用いられる。
【００２８】
　塗布のムラや干渉ムラを目立ちづらくする、あるいは、コストの観点から、透光性樹脂
の屈折率を１．５４以下、特に好ましくは屈折率１．５３以下にする場合は、本発明では
、透光性粒子は、架橋ポリメチルメタアクリレート粒子、架橋メチルメタアクリレート－
スチレン共重合体粒子、シリカ粒子が好ましい。架橋メチルメタアクリレート－スチレン
共重合体粒子を用いる場合、スチレンの共重合比率を１０％以上９０％以下にすることが
好ましい。
【００２９】
　粒子の形状は、真球又は不定形のいずれも使用できるが、真球の形状が好ましい。粒度
分布はヘイズ値と拡散性の制御性、塗布面状の均質性から単分散性粒子が好ましい。例え
ば平均粒子径よりも３３％以上粒子径が大きな粒子を粗大粒子と規定した場合、この粗大
粒子の割合は全粒子数の１％以下であることが好ましく、より好ましくは０．８％以下で
あり、さらに好ましくは、０．４％以下である。
　また、例えば平均粒子径よりも１６％以上粒子径が小さな粒子を微小粒子と規定した場
合、この微小粒子の割合は全粒子数の１０％以下であることが好ましく、より好ましくは
６％以下であり、さらに好ましくは、４％以下である。このような粒子径分布を持つ粒子
は通常の合成反応後に、分級によって得られ、分級の回数を上げることやその程度を強く
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することにより、より好ましい分布の粒子を得ることができる。
【００３０】
　粒子の粒度分布はコールターカウンター法により測定し、測定された分布を粒子数分布
に換算する。平均粒径は得られた粒子分布から算出する。
【００３１】
　本発明における透光性微粒子は略球状が好ましい。透光性微粒子は光散乱層の厚み方向
全体に分布していても良いが、光散乱層表面付近に偏在しているほうが好ましい。
　透光性粒子の屈折率は１．４０～１．６５が好ましく、更に好ましくは１．４５～１．
６０であり、最も好ましくは１．４５～１．５５である。
　透光性粒子と光透過性基材との屈折率差の絶対値は０．０９未満であることが好ましく
、０．０７以下であることがより好ましく、さらには０．０５以下であることが好ましい
。０．０９未満であれば透光性粒子界面での散乱角が大きくなりすぎず、広角散乱成分が
増えない。また、この範囲内であれば内部散乱と表面散乱を組み合わせて適度な前方散乱
性の光学特性とすることができる。
【００３２】
　透光性粒子の使用量は、固形分質量比で０．０００８質量％～０．１２質量％であるこ
とが好ましく、光散乱層膜厚を調整することで、単位面積あたり０．１ｇ／ｍ２～１６．
０ｇ／ｍ２が好ましく、更に好ましくは、０．２ｇ／ｍ２～１２．０ｇ／ｍ２、最も好ま
しくは０．３ｇ／ｍ２～８．０ｇ／ｍ２である。この範囲の使用量にすることで、所望の
表面形状を得ることができる。
【００３３】
　＜光散乱層のマトリックス形成用バインダー＞
　光散乱層を形成するマトリックスを形成するバインダーとしては、特に限定されないが
、光透過性基材と同種の材料であるか、電離放射線等による硬化後に飽和炭化水素鎖、又
はポリエーテル鎖を主鎖として有する透光性ポリマーであることが好ましい。また、硬化
後の主たるバインダーポリマーは架橋構造を有することが好ましい。
【００３４】
　硬化後に飽和炭化水素鎖を主鎖として有するバインダーポリマーとしては、下記に述べ
る第一群の化合物より選ばれるエチレン性不飽和モノマーから得られる重合体が好ましい
。また、ポリエーテル鎖を主鎖として有するポリマーとしては、下記に述べる第二群の化
合物より選ばれるエポキシ系モノマーの開環による重合体が好ましい。さらにこれらのモ
ノマー類の混合物の重合体も好ましい。
【００３５】
　前記第一群の化合物の、飽和炭化水素鎖を主鎖として有し、且つ架橋構造を有するバイ
ンダーポリマーとしては、２個以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーの（共）重合
体が好ましい。得られるポリマーを高屈折率にするには、このモノマーの構造中に芳香族
環や、フッ素以外のハロゲン原子、硫黄原子、リン原子、及び窒素原子から選ばれた少な
くとも１種を含むことが好ましい。
【００３６】
　光散乱層を形成するためのバインダーポリマーに用いられる、２個以上のエチレン性不
飽和基を有するモノマーとしては、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル｛
例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－シクロヘキサンジアクリ
レート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ
（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロ
ールエタントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘ
キサ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、１，２
，３－クロヘキサンテトラメタクリレート、ポリウレタンポリアクリレート、ポリエステ
ルポリアクリレート｝、ビニルベンゼン及びその誘導体（例えば、１，４－ジビニルベン
ゼン、４－ビニル安息香酸－２－アクリロイルエチルエステル、１，４－ジビニルシクロ
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ヘキサノン）、ビニルスルホン（例えば、ジビニルスルホン）、（メタ）アクリルアミド
（例えば、メチレンビスアクリルアミド）等が挙げられる。
【００３７】
　さらに、２個以上のエチレン性不飽和基を有する樹脂、例えば比較的低分子量のポリエ
ステル樹脂、ポリエーテル樹脂、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アルキッ
ド樹脂、スピロアセタール樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂および
多価アルコール等の、多官能化合物などのオリゴマー又はプレポリマー等もあげられる。
　これらのモノマーは２種以上併用してもよい。２個以上のエチレン性不飽和基を有する
モノマーはバインダー全量に対して１０～１００質量％含有することが好ましい。
【００３８】
　これらのエチレン性不飽和基を有するモノマーの重合は、光ラジカル重合開始剤又は熱
ラジカル重合開始剤の存在下、電離放射線の照射又は加熱により行うことができる。従っ
て、エチレン性不飽和基を有するモノマー、光ラジカル重合開始剤又は熱ラジカル重合開
始剤、および粒子、必要に応じて無機フィラー、塗布助剤、その他の添加剤、有機溶媒等
を含有する塗布液を調製し、該塗布液を光透過性基材上に塗布後、電離放射線又は熱によ
る重合反応により硬化して光散乱層を形成する。電離放射線硬化と熱硬化を合わせて行う
ことも好ましい。光及び熱重合開始剤としては市販の化合物を利用することができ、それ
らは、「最新ＵＶ硬化技術」（ｐ．１５９，発行人；高薄一弘，発行所；（株）技術情報
協会，１９９１年発行）や、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）のカタログに記載
されている。
【００３９】
　本発明では、第二群の化合物として、硬化膜の硬化収縮低減のためには、以下で述べる
エポキシ系化合物をはじめとする開環重合性基を有する化合物を用いることが好ましい。
例えば、これらのエポキシ基を有するモノマー類としては、１分子中にエポキシ基を２基
以上有するモノマーが好ましく、これらの例としては特開２００４－２６４５６３号、同
２００４－２６４５６４号、同２００５－３７７３７号、同２００５－３７７３８号、同
２００５－１４０８６２号、同２００５－１４０８６２号、同２００５－１４０８６３号
、同２００２－３２２４３０号等に記載されているエポキシ系モノマー類が挙げられる。
　開環重合性基を有するモノマー類は層を構成する全バインダーに対して２０～１００質
量％含有することが硬化収縮低減のために好ましく、３５～１００質量％含有することが
より好ましく、５０～１００質量％含有することがさらに好ましい。
【００４０】
　開環重合性基を有するモノマー、化合物類を重合させるための、光の作用によってカチ
オンを発生させる光酸発生剤としては、トリアリールスルホニウム塩やジアリールヨード
ニウム塩などのイオン性の化合物やスルホン酸のニトロベンジルエステルなどの非イオン
性の化合物等が挙げられ、有機エレクトロニクス材料研究会編、「イメージング用有機材
料」ぶんしん出版社刊（１９９７）などに記載されている化合物等種々の公知の光酸発生
剤が使用できる。この中で特に好ましくはスルホニウム塩もしくはヨードニウム塩であり
、対イオンとしてはＰＦ６

－、ＳｂＦ６
－、ＡｓＦ６

－、Ｂ（Ｃ６Ｆ５）４
－などが好ま

しい。
【００４１】
　重合開始剤は、上記第一群又は第二群の化合物１００質量部に対して、重合開始剤総量
で０．１～１５質量部の範囲で使用することが好ましく、１～１０質量部の範囲がより好
ましい。
【００４２】
　＜光散乱層の高分子化合物＞
　本発明の光散乱層は、高分子化合物を含有してもよい。高分子化合物を添加することで
、硬化収縮を小さくしたり、塗布液の粘度調整を行うことができる。
【００４３】
　高分子化合物は、塗布液に添加する時点で既に重合体を形成しており、該高分子化合物
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としては、例えばセルロースエステル類（例えば、セルローストリアセテート、セルロー
スジアセテート、セルロースプロピオネート、セルロースアセテートプロピオネート、セ
ルロースアセテートブチレート、セルロースナイトレート、エチルセルロース等）、ウレ
タンアクリレート類、ポリエステルアクリレート類、（メタ）アクリル酸エステル類（例
えば、メタクリル酸メチル／（メタ）アクリル酸メチル共重合体、メタクリル酸メチル／
（メタ）アクリル酸エチル共重合体、メタクリル酸メチル／（メタ）アクリル酸ブチル共
重合体、メタクリル酸メチル／スチレン共重合体、メタクリル酸メチル／（メタ）アクリ
ル酸共重合体、ポリメタクリル酸メチル等）、ポリスチレン等の樹脂が好ましく用いられ
る。
【００４４】
　高分子化合物は、硬化収縮への効果や塗布液の粘度増加効果の観点から、高分子化合物
を含有する層に含む全バインダーに対して、好ましくは１～５０質量％、より好ましくは
５～４０質量％の範囲で含有することが好ましい。また、高分子化合物の分子量は質量平
均で０．３万～４０万が好ましく、０．５万～３０万がより好ましく、０．５万～２０万
がさらに好ましい。
【００４５】
　＜光散乱層の無機フィラー＞
　本発明の光散乱層には、前記の透光性粒子に加えて、屈折率の調整、膜強度の調整、硬
化収縮減少、さらに低屈折率層を設けた場合の反射率低減の目的に応じて、無機フィラー
を使用することもできる。例えば、チタン、ジルコニウム、アルミニウム、インジウム、
シリコン、亜鉛、錫、アンチモンのうちより選ばれる少なくとも１種の金属元素を含有す
る酸化物からなり、一次粒子の平均粒径が、一般に０．２μｍ以下、好ましくは０．１μ
ｍ以下、より好ましくは０．０６μｍ以下１ｎｍ以上である微細な高屈折率無機フィラー
を含有することも好ましい。
【００４６】
　透光性粒子との屈折率差を調整するために、マトリックスの屈折率を低くする必要が生
じた場合は、無機フィラーとして、シリカ微粒子、中空シリカ微粒子等の微細な低屈折率
無機フィラーを用いることができる。好ましい粒径は、前記の微細な高屈折率無機フィラ
ーと同じである。
【００４７】
　無機フィラーは、表面をシランカップリング処理又はチタンカップリング処理されるこ
とも好ましく、フィラー表面にバインダー種と反応できる官能基を有する表面処理剤が好
ましく用いられる。
【００４８】
　無機フィラーの添加量は、光散乱層の全質量の１０～９０質量％であることが好ましく
、より好ましくは２０～８０質量％であり、特に好ましくは３０～７５質量％である。
【００４９】
　なお、無機フィラーは、粒径が光の波長よりも十分短いために散乱が生じず、バインダ
ーポリマーに該フィラーが分散した分散体は光学的に均一な物質の性質を有する。
【００５０】
　＜光散乱層の界面活性剤＞
　本発明の光散乱層では、特に塗布ムラ、乾燥ムラ、点欠陥等の面状均一性を確保するた
めに、フッ素系、シリコーン系の何れかの界面活性剤、あるいはその両者を光散乱層用の
塗布組成物中に含有することが好ましい。特に、フッ素系の界面活性剤は、より少ない添
加量において、本発明の光学フィルムの塗布ムラ、乾燥ムラ、点欠陥等の面状故障を改良
する効果が現れるため、好ましく用いられる。
　面状均一性を高めつつ、高速塗布適性を持たせることにより生産性を高めることが界面
活性剤添加の目的である。フッ素系の界面活性剤の好ましい例としては、例えば、特開２
００７－１８８０７０号公報の段落番号００４９～００７４に記載の化合物が挙げられる
。
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【００５１】
　本発明の光散乱層で用いられる界面活性剤（特に、フッ素系ポリマー）の好ましい添加
量は、塗布液に対して０．００１～５質量％の範囲であり、好ましくは０．００５～３質
量％の範囲であり、更に好ましくは０．０１～１質量％の範囲である。界面活性剤の添加
量が０．００１質量％以上で効果が十分であり、また５質量％以下とすることで、塗膜の
乾燥が十分に行われ、塗膜としての良好な性能（例えば反射率、耐擦傷性）が得られる。
【００５２】
　＜光散乱層用塗布液の有機溶媒＞
　本発明の光散乱層は上述の成分を含有する塗布組成物を塗布、乾燥、硬化して形成する
ことができる。この光散乱層を形成する塗布組成物には、有機溶媒を添加することができ
る。
【００５３】
　有機溶媒としては、例えばアルコール系では、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノ
ール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、イソブタノール、第二ブタノール、第三ブタ
ノール、イソアミルアルコール、１－ペンタノール、ｎ－ヘキサノール、メチルアミルア
ルコール等、ケトン系では、メチルイソブチルケトン、メチルエチルケトン、ジエチルケ
トン、アセトン、シクロヘキサノン、ジアセトンアルコール等、エステル系では、酢酸メ
チル、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸イソブチル、酢酸ｎ－ブ
チル、酢酸イソアミル、酢酸ｎ－アミル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、酪
酸メチル、酪酸エチル、酢酸メチル、乳酸メチル、乳酸エチル等、エーテル、アセタール
系では、１，４ジオキサン、テトラヒドロフラン、２－メチルフラン、テトラヒドロピラ
ン、ジエチルアセタール等、炭化水素系では、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、イソオク
タン、リグロイン、シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン、トルエン、キシレン、エチ
ルベンゼン、スチレン、ジビニルベンゼン等、ハロゲン炭化水素系では、四塩化炭素、ク
ロロホルム、塩化メチレン、塩化エチレン、１，１，１－トリクロルエタン、１，１，２
－トリクロルエタン、トリクロルエチレン、テトラクロルエチレン、１，１，１，２－テ
トラクロルエタン等、多価アルコールおよびその誘導体系では、エチレングリコール、エ
チレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレ
ングリコールモノアセテート、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピ
レングリコール、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノ
メチルアセテート、ブタンジオール、ヘキシレングリコール、１，５－ペンタンジオール
、グリセリンモノアセテート、グリセリンエーテル類、１，２，６－ヘキサントリオール
等、脂肪酸系では、蟻酸、酢酸、プロピオン酸、絡酸、イソ絡酸、イソ吉草酸、乳酸等、
窒素化合物系では、ホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、アセトアミド、アセ
トニトリル等、イオウ化合物系では、ジメチルスルホキシド等、が挙げられる。
【００５４】
　有機溶媒の中でメチルイソブチルケトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、ア
セトン、トルエン、キシレン、酢酸エチル、１－ペンタノール等が特に好ましい。また、
有機溶媒には、凝集性制御の目的でアルコール、多価アルコール系の溶媒を適宜混合して
用いてもよい。これらの有機溶媒は、単独でも混合して用いてもよく、塗布組成物中に有
機溶媒総量として、２０質量％～９０質量％含有することが好ましく、３０質量％～８０
質量％含有することがより好ましく、４０質量％～７０質量％含有することが最も好まし
い。光散乱層の表面形状の安定化のためには、沸点が１００℃未満の溶媒と沸点が１００
℃以上の溶媒を併用することが好ましい。
【００５５】
　＜光散乱層の硬化＞
　光散乱層は、光散乱層形成用の塗布液を支持体に塗布後、光照射、電子線ビーム照射、
加熱処理などを実施して、架橋又は重合反応させて形成できる。紫外線照射の場合、超高
圧水銀灯、高圧水銀灯、低圧水銀灯、カーボンアーク、キセノンアーク、メタルハライド
ランプ等の光線から発する紫外線等が利用できる。紫外線による硬化は、窒素パージ等で
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酸素濃度が４体積％以下、更に好ましくは２体積％以下、最も好ましくは０．５体積％以
下の雰囲気下で硬化することが好ましい。
【００５６】
　以下に、光散乱層以外の層について説明する。
【００５７】
　＜低屈折率層＞
　本発明の光学フィルムでは、反射率を低減するため、低屈折率層を有することがより好
ましい。低屈折率層の屈折率は、１．２０～１．４８であることが好ましく、１．２５～
１．４６であることがより好ましく、１．３０～１．４０であることが特に好ましい。低
屈折率層の厚さは、５０ｎｍ～２００ｎｍであることが好ましく、７０ｎｍ～１００ｎｍ
であることがさらに好ましい。低屈折率層のヘイズは、３％以下であることが好ましく、
２％以下であることがさらに好ましく、１％以下であることが最も好ましい。
【００５８】
　低屈折率層は低屈折率層を形成するための材料を含有する硬化性組成物を硬化して得る
ことができる。低屈折率層を形成するための好ましい硬化性組成物の態様としては、
　（１）架橋性若しくは重合性の官能基を有する含フッ素化合物を含有する組成物、
　（２）含フッ素のオルガノシラン材料の加水分解縮合物を主成分とする組成物、
　（３）２個以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーと中空構造を有する無機微粒子
を含有する組成物、
　が挙げられる。
【００５９】
　（１）架橋性若しくは重合性の官能基を有する含フッ素化合物を含有する組成物
　架橋性または重合性の官能基を有する含フッ素化合物としては、含フッ素モノマーと架
橋性または重合性の官能基を有するモノマーの共重合体を挙げることができる。これらの
含フッ素ポリマーの具体例は、特開２００３－２２２７０２号公報、特開２００３－１８
３３２２号公報等に記載されている。
【００６０】
　上記のポリマーに対しては特開２０００－１７０２８号公報に記載のごとく適宜重合性
不飽和基を有する硬化剤を併用してもよい。また、特開２００２－１４５９５２号公報に
記載のごとく含フッ素の多官能の重合性不飽和基を有する化合物との併用も好ましい。多
官能の重合性不飽和基を有する化合物の例としては、上記の２個以上のエチレン性不飽和
基を有するモノマーを挙げることができる。また、特開２００４－１７０９０１号公報に
記載のオルガノランの加水分解縮合物も好ましく、特に（メタ）アクリロイル基を含有す
るオルガノシランの加水分解縮合物が好ましい。これら化合物は、特にポリマー本体に重
合性不飽和基を有する化合物を用いた場合に耐擦傷性改良に対する併用効果が大きく好ま
しい。
【００６１】
　ポリマー自身が単独で十分な硬化性を有しない場合には、架橋性化合物を配合すること
により、必要な硬化性を付与することができる。例えばポリマー本体に水酸基含有する場
合には、各種アミノ化合物を硬化剤として用いることが好ましい。架橋性化合物として用
いられるアミノ化合物は、例えば、ヒドロキシアルキルアミノ基及びアルコキシアルキル
アミノ基のいずれか一方又は両方を合計で２個以上含有する化合物であり、具体的には、
例えば、メラミン系化合物、尿素系化合物、ベンゾグアナミン系化合物、グリコールウリ
ル系化合物等を挙げることができる。これら化合物の硬化には、有機酸又はその塩を用い
るのが好ましい。
【００６２】
　（２）含フッ素のオルガノシラン材料の加水分解縮合物を主成分とする組成物
　含フッ素のオルガノシラン化合物の加水分解縮合物を主成分とする組成物も屈折率が低
く、塗膜表面の硬度が高く好ましい。フッ素化アルキル基に対して片末端又は両末端に加
水分解性のシラノールを含有する化合物とテトラアルコキシシランの縮合物が好ましい。
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具体的組成物は、特開２００２－２６５８６６号公報、３１７１５２号公報に記載されて
いる。
【００６３】
　（３）２個以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーと中空構造を有する無機微粒子
を含有する組成物
　更に別の好ましい態様として、低屈折率の粒子とバインダーからなる低屈折率層が挙げ
られる。低屈折率粒子としては、有機でも無機でも良いが、内部に空孔を有する粒子が好
ましい。中空粒子の具体例は、特開２００２－７９６１６号公報に記載のシリカ系粒子が
挙げられる。低屈折率の粒子の屈折率は１．１５～１．４０が好ましく、１．２０～１．
３０が更に好ましい。この組成物におけるバインダーモノマーとしては、上記光散乱層の
頁で述べた二個以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーを挙げることができる。
【００６４】
　本発明における低屈折率層には、上記の光散乱層の頁で述べた重合開始剤を添加するこ
とが好ましい。ラジカル重合性化合物を含有する場合には、該化合物に対して１～１０質
量部、好ましくは１～５質量部の重合開始剤を使用できる。
【００６５】
　本発明における低屈折率層には、無機粒子を併用することができる。耐擦傷性を付与す
るために、低屈折率層の厚みの１５％～１５０％、好ましくは３０％～１００％、更に好
ましくは４５％～６０％の粒径を有する無機粒子を使用することができる。
【００６６】
　本発明の低屈折率層には、防汚性、耐水性、耐薬品性、滑り性等の特性を付与する目的
で、公知のポリシロキサン系あるいはフッ素系の防汚剤、滑り剤等を適宜添加することが
できる。
【００６７】
　本発明において、低屈折率層等を設けた反射防止性光散乱性フィルムの積分反射率は、
４．０％以下が好ましく、更に好ましくは３．０％以下であり、最も好ましくは１．５％
以下かつ０．３％以上である。積分反射率を下げることで光散乱性フィルムの表面での反
射光を抑制でき透過率が高くなるため、ＬＣＤに搭載した際の正面の白輝度低下を抑える
ことが出来る。
【００６８】
　＜光透過性基材＞
　本発明の光学フィルムの支持体である光透過性基材としては、プラスチックフィルムを
用いることが好ましい。プラスチックフィルムを形成するポリマーとしては、セルロース
アシレート（例、トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース、セルロースプロピオ
ネート、代表的には富士フイルム（株）製ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ，ＴＤ８０ＵＦなど）、ポ
リアミド、ポリカーボネート、ポリエステル（例、ポリエチレンテレフタレート、ポリエ
チレンナフタレート）、ポリスチレン、ポリオレフィン、ノルボルネン系樹脂（アートン
：商品名、ＪＳＲ（株）製）、非晶質ポリオレフィン（ゼオネックス：商品名、日本ゼオ
ン（株）製）、（メタ）アクリル系樹脂（アクリペットＶＲＬ２０Ａ：商品名、三菱レイ
ヨン（株）製、特開２００４－７０２９６号公報や特開２００６－１７１４６４号公報記
載の環構造含有アクリル系樹脂）などが挙げられる。このうちトリアセチルセルロース、
ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、が好ましく、特にトリアセチ
ルセルロースが好ましい。
【００６９】
　本発明における光学フィルムは、片面に粘着層を設ける等して（半）透過型液晶表示装
置のバックライト側偏光板の表面に配置することが好ましい。また、本発明における光学
フィルムが偏光板の保護フィルムを兼ねる様に偏光板と組み合わせてもよい。特に、光透
過性基材がトリアセチルセルロースの場合は偏光板の偏光膜を保護する保護フィルムとし
てトリアセチルセルロースが一般的に用いられるため、本発明における光学フィルムをそ
のまま保護フィルムに用いることがコストや省スペースの上では好ましい。
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【００７０】
　本発明における光学フィルムは、そのまま偏光板用保護フィルムとして使用される場合
には、十分に接着させるためには光透過性基材上に最外層を形成した後、鹸化処理を実施
することが好ましい。鹸化処理は、公知の手法、例えば、アルカリ液の中に該フィルムを
適切な時間浸漬して実施される。アルカリ液に浸漬した後は、該フィルムの中にアルカリ
成分が残留しないように、水で十分に水洗したり、希薄な酸に浸漬してアルカリ成分を中
和することが好ましい。
　鹸化処理することにより、少なくとも最外層を有する側とは反対側の光透過性基材の表
面が親水化される。
【００７１】
　親水化された表面は、ポリビニルアルコールを主成分とする偏光膜との接着性を改良す
るのに特に有効である。また、親水化された表面は、空気中の塵埃が付着しにくくなるた
め、偏光膜と接着させる際に偏光膜と光学フィルムの間に塵埃が入りにくく、塵埃による
点欠陥を防止するのに有効である。
　鹸化処理は、最外層を有する側とは反対側の光透過性基材の表面の水に対する接触角が
４０゜以下になるように実施することが好ましい。更に好ましくは３０゜以下、特に好ま
しくは２０゜以下である。
【００７２】
　本発明において光透過性基材の材料として好ましく用いることのできる材料は、セルロ
ースアシレートであり、特にセルロースアシレートとしてはセルロースの炭素数２～２２
のカルボン酸エステルが好ましい。例えばセルロースのアルキルカルボニルエステル、ア
ルケニルカルボニルエステル、シクロアルキルカルボニルエステル、あるいは芳香族カル
ボニルエステル、芳香族アルキルカルボニルエステルなどであり、それぞれさらに置換さ
れた基を有していてもよい。
【００７３】
　本発明に好適に用いられるセルロースアシレートの炭素数２～２２のアシル基としては
、脂肪族アシル基でも芳香族アシル基でもよく、特に限定されない。これらの好ましいア
シル基としては、アセチル、プロピオニル、ブタノイル、ヘプタノイル、ヘキサノイル、
オクタノイル、シクロヘキサンカルボニル、アダマンタンカルボニル、フェニルアセチル
、ベンゾイル、ナフチルカルボニル、（メタ）アクリロイル、シンナモイル基などを挙げ
ることができる。これらの中でも、より好ましいアシル基は、アセチル、プロピオニル、
ブタノイル、ペンタノイル、ヘキサノイル、シクロヘキサンカルボニル、フェニルアセチ
ル、ベンゾイル、ナフチルカルボニルなどである。
【００７４】
　本発明に好適に用いられるセルロースアシレートとしては、セルロースの水酸基への置
換度が下記数式（７）および（８）を満足するものが好ましい。
　数式（７）：２．３≦ＳＡ’＋ＳＢ’≦３．０
　数式（８）：０≦ＳＡ’≦３．０
【００７５】
　ここで、ＳＡ’はセルロースの水酸基の水素原子を置換しているアセチル基の置換度、
またＳＢ’はセルロースの水酸基の水素原子を置換している炭素原子数３～２２のアシル
基の置換度を表す。
【００７６】
　セルロースを構成するβ－１，４結合しているグルコース単位は、２位、３位および６
位に遊離の水酸基を有している。セルロースアシレートは、これらの水酸基の一部または
全部をアシル基によりエステル化したものである。アシル置換度は、２位、３位および６
位のそれぞれについて、水酸基がエステル化している割合（各位それぞれ１００％のエス
テル化は置換度１）を意味する。本発明では、ＳＡとＳＢの置換度の総和（ＳＡ’＋ＳＢ
’）は、より好ましくは２．６～３．０であり、特に好ましくは２．７０～３．００であ
る。また、ＳＡの置換度（ＳＡ’）はより好ましくは１．４～３．０であり、特に好まし
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くは２．３～２．９である。なお、ＳＡはセルロースの水酸基の水素原子を置換している
アセチル基を表し、ＳＢはセルロースの水酸基の水素原子を置換している炭素原子数３～
２２のアシル基を表す。
【００７７】
　また、本発明においては、上記ＳＢであるセルロースの水酸基の水素原子を置換してい
るアシル基の炭素原子数が３または４であることが好ましい。これらの炭素原子数のアシ
ル基により置換された置換度は、上記数式（７）及び（８）に加え、更に、下記数式（９
）を同時に満足することが好ましい。
　数式（９）：　０≦ＳＢ”≦１．２
　ここで、ＳＢ”はセルロースの水酸基の水素原子を置換している炭素原子数３または４
のアシル基を表す。
【００７８】
　尚、置換度はセルロース中の水酸基に結合した脂肪酸の結合度を測定し、計算によって
得られる。測定方法としては、ＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９１、ＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６に
準拠して測定することができる。また、水酸基へのアシル基の置換の状態は、１３Ｃ　Ｎ
ＭＲ法によって測定される。
【００７９】
　上記セルロースアシレートフィルムは、フィルムを構成するポリマー成分が実質的に前
記の数式（７）および（８）を満足するセルロースアシレートからなることが好ましい。
「実質的に」とは、全ポリマー成分の５５質量％以上（好ましくは７０質量％以上、さら
に好ましくは８０質量％以上）を意味する。セルロースアシレートは単独若しくは２種類
以上の併用であってもよい。
【００８０】
　本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの重合度は、粘度平均重合度２００
～７００、より好ましくは２３０～５５０、更に好ましくは２３０～３５０であり、特に
好ましくは粘度平均重合度２４０～３２０である。平均重合度は、宇田らの極限粘度法（
宇田和夫、斉藤秀夫、繊維学会誌、第１８巻第１号、１０５～１２０頁、１９６２年）に
より測定できる。更に特開平９－９５５３８号公報にも詳細に記載されている。
【００８１】
　またセルロースアシレートの数平均分子量Ｍｎは、好ましくは７×１０４～２５×１０
４の範囲、より好ましくは、８×１０４～１５×１０４の範囲にあることが望ましい。ま
た、該セルロースアシレートの質量平均分子量Ｍｗとの比、Ｍｗ／Ｍｎは、好ましくは１
．０～５．０、より好ましくは１．０～３．０である。なお、セルロースアシレートの平
均分子量および分子量分布は、高速液体クロマトグラフィーを用いて測定でき、これを用
いて上記ＭｎおよびＭｗを算出し、Ｍｗ／Ｍｎを計算することができる。
【００８２】
　［可塑剤］
　本発明においては、光透過性基材に柔軟性を与え、寸法安定性を向上させ、耐湿性を向
上させるために可塑剤を用いてもよい。
【００８３】
　セルロースアシレートを光透過性基材の材料とする場合には、オクタノール／水分配係
数（ｌｏｇＰ値）が１０以下の可塑剤が特に好ましく用いられる。化合物のｌｏｇＰ値が
１０以下であれば、セルロースアシレートとの相溶性が良好で、フィルムの白濁や粉吹き
などの不具合を生じることがなく、またｌｏｇＰ値が０よりも大きければ、親水性が高く
なりすぎることがないのでセルロースアシレートフィルムの耐水性を悪化させるなどの弊
害が生じにくいので、上記範囲内のものを用いることが好ましい。ｌｏｇＰ値として、さ
らに好ましい範囲は１～８であり、特に好ましい範囲は２～７である。
【００８４】
　オクタノール／水分配係数（ｌｏｇＰ値）の測定は、日本工業規格（ＪＩＳ）Ｚ７２６
０－１０７（２０００）に記載のフラスコ浸とう法により実施することができる。また、
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オクタノール／水分配係数（ｌｏｇＰ値）は実測に代わって、計算化学的手法あるいは経
験的方法により見積もることも可能である。計算方法としては、Ｃｒｉｐｐｅｎ’ｓ　ｆ
ｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法［Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｉｎｆ．Ｃｏｍｐｕｔ．Ｓｃｉ．，２７巻
２１頁（１９８７）］、Ｖｉｓｗａｎａｄｈａｎ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法［
Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｉｎｆ．Ｃｏｍｐｕｔ．Ｓｃｉ．，２９巻１６３頁（１９８９）］、Ｂｒ
ｏｔｏ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法［Ｅｕｒ．Ｊ．Ｍｅｄ．Ｃｈｅｍ．－Ｃｈｉ
ｍ．Ｔｈｅｏｒ．，１９巻７１頁（１９８４）］などが好ましく用いられるが、中でもＣ
ｒｉｐｐｅｎ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法がより好ましい。ある化合物のｌｏｇ
Ｐの値が、測定方法または計算方法により異なる場合には、Ｃｒｉｐｐｅｎ’ｓ　ｆｒａ
ｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法により判断することが好ましい。
【００８５】
　好ましい可塑剤としては、上記の物性の範囲内にある分子量１９０～５０００程度の低
分子～オリゴマー化合物が挙げられ、例えばリン酸エステル、カルボン酸エステル、ポリ
オールエステル等が用いられる。
【００８６】
　リン酸エステルの例には、トリフェニルフォスフェート（ＴＰＰ）、トリクレジルホス
フェート、クレジルジフェニルホスフェート、オクチルジフェニルホスフェート、ジフェ
ニルビフェニルホスフェート、トリオクチルホスフェート、トリブチルホスフェート等が
含まれる。
【００８７】
　カルボン酸エステルとしては、フタル酸エステルおよびクエン酸エステルが代表的であ
る。フタル酸エステルの例には、ジメチルフタレート、ジエチルフタレート、ジブチルフ
タレート、ジオクチルフタレート、ジフェニルフタレート、ジエチルヘキシルフタレート
等が挙げられる。クエン酸エステルの例には、Ｏ－アセチルクエン酸トリエチル、Ｏ－ア
セチルクエン酸トリブチル、クエン酸アセチルトリエチル、クエン酸アセチルトリブチル
等が挙げられる。
　これらの好ましい可塑剤は、２５℃においてＴＰＰ（融点約５０℃）以外は液体であり
、沸点も２５０℃以上である。
【００８８】
　これらの可塑剤は単独もしくは２種類以上を混合して用いてもよい。可塑剤の添加量は
セルロースアシレート１００質量部に対して２～３０質量部、特に５～２０質量部が好ま
しい。また、透光性粒子を含有する層には、セルロースアシレートと透光性粒子の親和性
改良、脆性改良のために、可塑剤含率を高めることが好ましい。
【００８９】
　［紫外線吸収剤］
　光透過性基材には、耐光性向上、或いは偏光板、液晶表示装置の液晶化合物等の画像表
示部材の劣化防止のために、紫外線吸収剤（紫外線防止剤）を添加することが好ましい。
【００９０】
　紫外線吸収剤としては、液晶化合物の劣化防止の観点より波長３７０ｎｍ以下の紫外線
の吸収能に優れ、かつ良好な画像表示性の観点より波長４００ｎｍ以上の可視光の吸収が
可及的に少ないものを用いることが好ましい。特に、波長３７０ｎｍでの透過率が、２０
％以下であることが望ましく、好ましくは１０％以下、より好ましくは５％以下である。
このような紫外線吸収剤としては、例えば、オキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリ
アゾール系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノアク
リレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物、前記のような紫外線吸収性基を含有する高分
子紫外線吸収化合物等があげられるが、これらに限定されない。紫外線吸収剤は２種以上
用いてもよい。
【００９１】
　本発明において紫外線吸収剤の使用量は、光透過性基材に用いられる熱可塑性樹脂１０
０質量部に対し０．１～５．０質量部、好ましくは０．５～４．０質量部、より好ましく
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は０．８～２．５質量部である。
【００９２】
　［他の添加剤］
　更に、光透過性基材を形成する組成物（ドープ）には、各調製工程において用途に応じ
た他の種々の添加剤（例えば、劣化防止剤（例えば、酸化防止剤、過酸化物分解剤、ラジ
カル禁止剤、金属不活性化剤、酸捕獲剤、アミン等）、光学異方性コントロール剤、剥離
剤、帯電防止剤、赤外吸収剤等）を加えることができ、それらは固体でもよく油状物でも
よい。すなわち、その融点や沸点において特に限定されるものではない。さらにまた、赤
外吸収剤としては例えば特開２００１－１９４５２２号公報に記載のものが使用できる。
【００９３】
　これらの添加剤を添加する時期は、ドープ作製工程において何れにおいて添加してもよ
いが、ドープ調製工程の最後の調製工程に添加剤を添加し調製する工程を加えて行っても
よい。更にまた、各素材の添加量は機能が発現する限りにおいて特に限定されない。また
、光透過性基材が多層から形成される場合、各層の熱可塑性樹脂・添加物の種類や添加量
が異なってもよい。例えば特開２００１－１５１９０２号公報などに記載されているが、
これらは従来から知られている技術である。上記の紫外線吸収剤を含めてこれらの詳細は
、発明協会公開技報公技番号２００１－１７４５号（２００１年３月１５日発行、発明協
会）１６～２２頁に詳細に記載されている素材が好ましく用いられる。
【００９４】
　これらの添加剤の使用量は、光透過性基材を構成する全組成物中、０．００１～２０質
量％の範囲で適宜用いられることが好ましい。
【００９５】
　［有機溶媒］
　次に、光透過性基材を形成する材料を溶解する有機溶媒について記述する。用いる有機
溶媒としては、従来公知の有機溶媒が挙げられ、例えば溶解度パラメーターで１７～２２
の範囲ものが好ましい。溶解度パラメーターは、例えばＪ．Ｂｒａｎｄｒｕｐ、Ｅ．Ｈ等
の「ＰｏｌｙｍｅｒＨａｎｄｂｏｏｋ（４ｔｈ．ｅｄｉｔｉｏｎ）」、ＶＩＩ／６７１～
ＶＩＩ／７１４に記載の内容のものを表す。低級脂肪族炭化水素の塩化物、低級脂肪族ア
ルコール、炭素原子数３～１２までのケトン、炭素原子数３～１２のエステル、炭素原子
数３～１２のエーテル、炭素原子数５～８の脂肪族炭化水素類、炭素数６～１２の芳香族
炭化水素類、フルオロアルコール類（例えば、特開平８－１４３７０９号公報　段落番号
［００２０］、同１１－６０８０７号公報　段落番号［００３７］等に記載の化合物）等
が挙げられる。
【００９６】
　光透過性基材を形成する材料は、有機溶媒に１０～３０質量％溶解していることが好ま
しく、より好ましくは１３～２７質量％であり、特に好ましくは１５～２５質量％である
。これらの濃度に調製する方法は、溶解する段階で所定の濃度になるように調製してもよ
く、また予め低濃度溶液（例えば９～１４質量％）として作製した後に後述する濃縮工程
で所定の高濃度溶液に調整してもよい。さらに、予め高濃度の光透過性基材を形成する材
料の溶液として後に、種々の添加物を添加することで所定の低濃度の溶液としてもよい。
　有機溶媒は１種でも２種以上用いてもよい。
【００９７】
　＜ドープの調製＞
　セルロースアシレート等の光透過性基材を形成する材料の溶液（ドープ）の調製につい
て、その溶解方法は、特に限定されるものではなく、室温溶解法、冷却溶解法または高温
溶解方法、さらにはこれらの組合せにより実施することができる。これらに関しては、例
えば特開平５－１６３３０１号、特開昭６１－１０６６２８号、特開昭５８－１２７７３
７号、特開平９－９５５４４号、特開平１０－９５８５４号、特開平１０－４５９５０号
、特開２０００－５３７８４号、特開平１１－３２２９４６号、特開平１１－３２２９４
７号、特開平２－２７６８３０号、特開２０００－２７３２３９号、特開平１１－７１４
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６３号、特開平０４－２５９５１１号、特開２０００－２７３１８４号、特開平１１－３
２３０１７号、特開平１１－３０２３８８号などの各公報にセルロースアシレート溶液の
調製法が記載されている。これらのセルロースアシレートの有機溶媒への溶解方法は、本
発明においても適宜使用できる。これらの詳細、特に非塩素系溶媒系については、公技番
号２００１－１７４５号の２２～２５頁に詳細に記載されている方法で実施することがで
きる。さらにセルロースアシレートのドープ溶液は、溶液濃縮、濾過が通常実施すること
ができるが、これらについては公技番号２００１－１７４５号の２５頁に詳細に記載され
ている。なお、高温度で溶解する場合は、使用する有機溶媒の沸点以上の場合がほとんど
であり、その場合は加圧状態で用いられることができる。
【００９８】
＜光学フィルムの製造方法＞
　本発明における光学フィルムは、透光性粒子およびマトリックス形成成分を含む組成物
を光透過性基材上に塗布して前記光散乱層を形成することにより製造することができる。
また、光透過性基材と光散乱層を同種の材料で形成した光散乱性基材は以下のようにして
製造することができる。＜光散乱性基材の製造方法＞
　本発明の光透過性基材と光散乱層を構成する主成分（光透過性基材の固形分の５１質量
％以上の材料）は、熱可塑性樹脂であることが好ましく、具体例には、セルロースアシレ
ート（例えばトリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース、プロピオニルセルロース
、ブチリルセルロース、アセチルプロピオニルセルロース、ニトロセルロース）、ポリア
ミド、ポリカーボネート、ポリエステル（例えばポリエチレンテレフタレート、ポリエチ
レンナフタレート、ポリ－１，４－シクロヘキサンジメチレンテレフタレート、ポリエチ
レン－１，２－ジフェノキシエタン－４，４’－ジカルボキシレート、ポリブチレンテレ
フタレート）、ポリスチレン（例えばシンジオタクチックポリスチレン）、ポリオレフィ
ン（例えばポリプロピレン、ポリエチレン、ポリメチルペンテン、ポリシクロアルカン）
、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリアリレート、ポリエーテルイミド、ポリメ
チルメタクリレート、ポリエーテルケトン、ノルボルネン系樹脂（アートン：商品名、Ｊ
ＳＲ（株）製）、非晶質ポリオレフィン（ゼオネックス：商品名、日本ゼオン（株）製）
、（メタ）アクリル系樹脂（アクリペットＶＲＬ２０Ａ：商品名、三菱レイヨン社（株）
、特開２００４－７０２９６号公報や特開２００６－１７１４６４号公報記載の環構造含
有アクリル系樹脂）等が含まれる。トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース、プ
ロピオニルセルロース、ポリエチレンテレフタレートおよびポリエチレンナフタレートが
特に好ましい。
【００９９】
　偏光板用透明保護フィルムとしては、フィルムの疎水性／親水性のバランス、偏光膜の
ビニルアルコール系膜との貼合性やフィルム面内全体の光学特性の均一性が重要であり、
特に、セルロースの脂肪酸エステル（セルロースアシレート）が好ましく、さらにはトリ
アセチルセルロース、ジアセチルセルロース、プロピオニルセルロースであるのが好まし
い。
【０１００】
　本発明の光透過性基材と光散乱層とが一体となった光散乱性基材を製造するには、共流
延法（重層同時流延）、逐次流延法等の積層流延する方法を用いることができる。共流延
法および逐次流延法により製造する場合には、先ず、複数のドープを調製する。共流延法
は、流延用支持体（バンドまたはドラム）の上に、複数のドープ（３層あるいはそれ以上
でも良い）を別のスリットなどから同時に押出す流延用ギーサ（流延ダイ）からドープを
押出して各層を同時に流延し、適度に乾燥させた後に流延用支持体から剥ぎ取り、乾燥さ
せて光散乱性基材を成形する流延法である。このとき複数のドープのうち少なくとも１層
に前述の透光性粒子を添加したドープを用いることで光散乱層を有する光散乱性基材を作
製することができる。流延ダイは、図５（ａ）に示したマルチマニホールド型、図５（ｂ
）に示したフィードブロック型いずれでも使用できる。またドープ突出部には減圧チャン
バーを設けた装置が好ましい。
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　図９及び図１０は、流延を行う溶液成膜装置の例を示した図である。図９は支持体に流
延ドラムを用いた例であり、特にドラムを冷却することによりドープが支持体に接触して
いる間に冷却ゲル化、或いはゲルに近い状態にさせることができ、早いタイミングで剥ぎ
取ることができ生産性が高い。図１０は支持体にエンドレスベルトを用いた例であり、ド
ープがベルトに接触している間に、自己支持性がある程度の濃度まで溶剤を乾燥させた後
に剥ぎ取りを行う方法である。
【０１０１】
　逐次流延法は、流延用支持体の上に先ず第１の流延用ドープを流延用ギーサから押出し
て流延し、乾燥あるいは乾燥させることなく、その上に第２の流延用ドープを流延用ギー
サから押出して流延し、以後、同様に第３以降のドープを逐次流延・積層し、適当な時期
に流延用支持体から剥ぎ取り、乾燥させて光散乱性基材を成形する流延法である。また、
乾燥から塗布までの間に、光散乱性基材を一定方向に延伸しても構わない。例えば縦方向
および／または横方向に０．９倍～１．５倍程度延伸することが好ましい。
【０１０２】
　また、溶融押出し製膜法により光散乱性基材を作製することもできる。すなわち、上記
の熱可塑性樹脂と透光性粒子を混合溶解し溶融押出し成型し、延伸して光散乱性基材を作
製するものである。本発明においては一定方向の延伸倍率が１．０倍～２．０倍、それと
直交する方向の延伸倍率が１．５倍～７．０倍に２軸延伸することが好ましく、更に好ま
しくは縦方向の延伸倍率が１．１倍～１．８倍、横方向の延伸倍率が３．０倍～５．０倍
である。この範囲の延伸倍率にすることで、透光性粒子が光散乱性基材の表面上に飛び出
した形状を作りやすくすることができる。
【０１０３】
　以上のように、光散乱性基材を製造するには、共流延法、逐次流延法、及び溶融押出し
製膜法のどの方法を用いてもよい。しかし、一般的に、逐次流延法では工程が複雑で大掛
かりになり、光散乱性基材の平面性を維持することが困難であるが、共流延法では工程が
単純で、生産性が高いため、共流延法で製造することが好ましい。溶融製膜は、原材料を
溶剤の使用なく溶解させ製膜するため、基材によっては部分的に溶解不良による異物故障
を引き起こすことがある。
【０１０４】
　さらに、共流延法において、前記透光性粒子を含有するドープが光散乱性基材の最表層
を形成することが好ましい。具体的には流延の際、該ドープが流延用支持体面若しくは空
気界面側に置かれることが好ましく、剥離性の観点では空気界面側に設置されることがよ
り好ましい。また、流延初期にレベリングしないように流延用支持体の温度は２０℃以下
にすることが好ましく、さらに流延後に冷却ゲル化するように流延用支持体の温度を０℃
以下にすることも好ましい。
【０１０５】
　光散乱性基材中では、光散乱性基材の深さ方向で透光性粒子の存在量の異なる領域が形
成されていることが好ましい。透光性粒子存在量が多い領域は、光散乱性基材の光散乱性
領域が近い表面もしくは凹凸形成面をＡ面と定義した場合にＡ面側に存在することが好ま
しく、Ａ面側の表面から光散乱性基材の厚み方向深さで全体の９０％までの深さの領域に
存在することが好ましく、更に好ましくはＡ面側表面から７５％までの深さ、最も好まし
くはＡ面側表面から５０％までの深さに存在することが好ましい。また、Ａ面側表面から
２５％までの深さの領域には、粒子を含有しないこともできる。これら範囲に透光性粒子
を存在させることで、適切な表面形状を与えることができる。透光性粒子を特定の深さ方
向に偏析させるには、粒子含率の異なる複数のドープを同時または逐次に流延したり、粒
子含率の異なる複数の溶解した樹脂を共押し出しして光散乱性基材を形成したりすること
によりできる。さらに、剥離が起こらない限り、各層で熱可塑性樹脂の種類が異なってい
ても良い。例えばセルロースアシレートの置換基や置換量の異なるドープを積層させるな
どが挙げられる。
【０１０６】
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　光透過性基材の膜厚は基材の光散乱性の有無に関わらず、２０μｍ～２００μｍである
ことが好ましく、より好ましくは、２０μｍ～１００μｍ、さらに好ましくは２０μｍ～
８０μｍ、最も好ましくは２５μｍ～５０μｍである。共流延で複数のドープを用いて光
散乱性基材を形成する場合には、表層ドープ（両面にある場合は合計厚み）と基層ドープ
の厚み比｛（表層ドープの厚み／基層ドープの厚み）×１００｝は、０．２５％～５０％
が好ましく、０．６％～４０％がより好ましい。該厚み比が０．２５％以上であると、均
一な層を形成することが容易である。また、該厚み比が５０％以下であれば、ドープの界
面が安定し面状が損なわれる場合が少ない。ここで、ドープの厚みとは溶剤が揮発した後
の厚みをいう。また、表層ドープ、基層ドープという言葉は、熱可塑性樹脂が溶剤に溶解
したドープ状態で、流延ダイを通して相互に隣接して表層と基層を成している状態を表し
ており、溶剤が蒸発した後に光散乱性基材において必ずしも界面が存在することを表すも
のではない。このため、図６、図７中においては各ドープの境界部として破線で表記した
。
【０１０７】
　＜その他の塗布方式＞
　本発明の光学フィルムは前述の共流延や逐次塗布等による方法以外では以下の方法で形
成することができるが、この方法に制限されない。まず、各層を形成するための成分を含
有した組成物（塗布液）が調製される。次に、諸機能層を形成するための塗布液をディッ
プコート法、エアーナイフコート法、カーテンコート法、ローラーコート法、ワイヤーバ
ーコート法、グラビアコート法やダイコート法により光透過性基材上に塗布し、加熱・乾
燥するが、マイクログラビアコート法、ワイヤーバーコート法、ダイコート法（米国特許
２６８１２９４号明細書、特開２００６－１２２８８９号明細書参照）がより好ましく、
ダイコート法が特に好ましい。光透過性基材となるフィルムの長尺ロールを送り出し、塗
布、乾燥、必要に応じ硬化処理を順次行うことで、連続的に作製することができる。さら
には支持体製膜に引続き塗布以降の処理をすることで、より効率良く生産することもでき
る。光透過性基材を溶液流延法で作製する場合には、塗布工程を流延工程と同時に行うこ
とも可能であり、例えば支持体流延用ダイと光散乱層塗布用ダイを複合化したダイを使用
することもできる。
【０１０８】
　その後、光照射あるいは加熱して、機能層を形成するモノマーを重合して硬化する。こ
れにより機能層が形成される。ここで必要であれば、機能層を複数層とすることができる
。
【０１０９】
　次に、同様にして低屈折率層を形成するための塗布液を機能層上に塗布し、光照射ある
いは加熱し（紫外線など電離放射線を照射、好ましくは加熱下で電離放射線を照射するこ
とにより硬化させ、）低屈折率層が形成される。このようにして本発明の光学フィルムが
得られる。
【０１１０】
　本発明の光散乱性フィルムにおいて、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮明度測定装置
を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度は９．５％～６１．５
％であり、好ましくは１０％～６０％、より好ましくは２５％～６０％、さらに好ましく
は３０％～５５％、特に好ましくは３５％～５０％である。像鮮明度は、光散乱領域の材
質や構成、表面形状などの特性により制御することができる。像鮮明度は本発明において
光散乱性フィルムにおいては画像のボケ具合を表す尺度と解釈でき、例えば液晶表示装置
のバックライト側に使用されるプリズムシートと液晶セルの画素それぞれの周期に起因し
て発生するモアレの見え具合と相関する。発明者らが様々な液晶表示装置を調査した結果
、くし幅が２ｍｍのときの像鮮明度がモアレの強弱と良く相関した。くし幅２ｍｍの像鮮
明度が６１．５％より大きいとモアレの抑制効果が弱く、また９．５％より小さいとモア
レは見えなくなる一方で、白表示の際の正面輝度が低下する。像鮮明度を上記範囲に制御
することは、例えば、フィルムのヘイズおよび表面形状を調整することなどで達成できる
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。フィルム表面の平らな部分の割合を減らし、なだらかな傾斜（２～１２°）を多くつく
ることで、内部散乱によるヘイズが小さくても、鮮明度を低くすることができる。像鮮明
度が上記範囲に含まれるよう、適切な表面形状をつくるために、透光性粒子の粒径・粒子
濃度・光散乱層の膜厚などを制御することなどで達成できる。
【０１１１】
　また、本発明の光散乱性フィルムにおいて、光散乱層側の表面における中心線平均粗さ
Ｒａの値は０．００４μｍ～０．４５μｍが好ましく、０．０１μｍ～０．４０μｍがよ
り好ましく、０．０５μｍ～０．３５μｍがさらに好ましい。凹凸の平均間隔Ｓｍは３０
μｍ以上３５０μｍ以下であることが好ましく、さらに好ましくは５０μｍ以上２００μ
ｍ以下あるいは２５０μｍ以上３５０μｍ以下、最も好ましくは６０μｍ以上１５０μｍ
以下あるいは３００μｍ以上３５０μｍ以下である。
　本発明の光散乱性フィルムにおいて、ヘイズ値は０．１％～３０％が好ましく、１０％
～３０％がより好ましく、１５％～３０％がさらに好ましい。
　表面粗さ、ヘイズ値を上記範囲とすることで、モアレ抑制と正面白輝度の維持に加え、
黒表示時における液晶セル内部での迷光を軽減することができ、正面コントラスト低下を
防ぐことができる。この効果は光散乱性フィルムによる散乱光のうち広角側への不必要な
散乱光を抑制できるためであると考えられる。
【０１１２】
　モアレや面内の輝度ムラを抑制するためには、光散乱性フィルムとしては、低角側への
光散乱強度比が大きい（前方散乱性の強い）ものが好ましく、フィルム法線から入射する
直線光に対し、２°～６°付近への散乱光強度が他の角度への散乱光と比べ相対的に大き
いフィルムが好ましい。具体的にはフィルム法線方向から入射した直線光に対して受光角
２°のフォトゴニオメーターで測定される散乱プロファイルの、光源に対する出射角４°
の散乱光強度の値が０．０３～０．０７となることが好ましい。また、正面白輝度および
正面コントラストの維持と、モアレや面内の輝度ムラの抑制を両立するためには、０．０
３～０．０５となることが好ましく、より好ましくは０．０３５～０．０４５となる光散
乱性フィルムが好ましい。
　これに対して、従来の光散乱性フィルムは、図８（ａ），（ｂ）に示すように、最表層
に硬化性樹脂などを硬化した硬化層を塗設して表面形状を変化させているが、レベリング
し易い低粘度の塗布液を用いることが一般的であり、Ｒａ値など高さ方向の調整はできる
ものの、モアレ解消に効果のある数°付近の低傾斜各成分の頻度を上げづらく、モアレ解
消と正面輝度との両立は困難である。また、特別な装置を用いない限り、硬化層の塗布を
行う工数が増え、生産上のコストアップは避けられない。
【０１１３】
　＜偏光板＞
　偏光板は、偏光膜の表側および裏側の両面を保護する２枚の保護フィルムで主に構成さ
れる。本発明の光学フィルムは、偏光膜を両面から挟む２枚の保護フィルムのうち少なく
とも１枚に用いることが好ましい。本発明の光学フィルムが保護フィルムを兼ねることで
、偏光板の製造コストを低減できる。また、本発明の光学フィルムは画像表示装置の最表
層に使用することも可能であり、この場合、外光の映り込み等が防止され、外光のある環
境下（明室）でのコントラストを改善できる偏光板とすることができる。
【０１１４】
　＜液晶表示装置＞
　本発明における光学フィルムは、液晶表示装置（ＬＣＤ）に適用する。本発明の光学フ
ィルムは前述の様に偏光板と組み合わせて用いることができ、偏光板と組み合わせた際に
光散乱性を有する面を光源側に配置し、他方の面を液晶セル側となる様に配置する。この
とき、他方の面の保護フィルムとして光学補償機能があるものを用いることにより、さら
に薄型化が可能となるため好ましい。また、液晶セルの基板と偏光板を貼り合わせて用い
ても良い。
【０１１５】
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　本発明における光学フィルムは、偏光膜の表面保護フィルムの片側として用いた場合、
ツイステットネマチック（ＴＮ）、スーパーツイステットネマチック（ＳＴＮ）、バーテ
ィカルアライメント（ＶＡ）、インプレインスイッチング（ＩＰＳ）、オプティカリーコ
ンペンセイテットベンドセル（ＯＣＢ）等のモードの透過型、反射型、または半透過型の
液晶表示装置に好ましく用いることができる。
【０１１６】
＜バックライトユニット（ＢＬＵ）の構成＞
　本発明の光散乱性フィルムは、一様な輝度を要する面光源装置の構成要素として用いる
ことができるが、液晶テレビ、ＰＣ用モニター、携帯電話など、液晶表示装置の光源であ
るバックライトユニット（ＢＬＵ）に好適に用いることができる。
　バックライトユニットは、一般的に、発光光源と、導光板、反射板、集光・拡散の機能
をもつシートなどで構成される。例えば、図２（ｂ）において、バックライトユニット６
は、発光光源２、導光板１３、下拡散シート３、および集光シート４を含む。各構成要素
について以下に説明する。
【０１１７】
　本発明において、光源とは後述の発光光源から光散乱構造に面状に入射する機構を指す
。例えば、図２（ｂ）において、光源１は、発光光源２および導光板１３を含む。発光光
源から距離を取ることで光束を広げて面状とする直下型（図２（ａ））や、線光源や点光
源である発光光源を面状とするために導光板を利用する態様（図２（ｂ））がある。エッ
ジライト型では導光板が必須であるが、直下型の場合においても使用されることがある。
導光板は導光板に貫通穴や凹凸や鋸歯状部を設けたものや、更にその表面に反射部や散乱
部を設けるなどして、導光板内での光の反射や散乱を利用し、光を面状に拡散させるもの
である。
　また、視認側へ向かわない光を有効利用するために反射板等を用いて光を視認側方向へ
反射する構造も用いられる。
　また、本発明において発光光源としては面光源を含めて複数種の光源を組合わせてもよ
い。
　光源に用いられる発光光源（発光体）としては、ＣＣＦＬ（Ｃｏｌｄ　Ｃａｔｈｏｄｅ
　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｌａｍｐ、冷陰極管）、ＨＣＦＬ（Ｈｏｔ　Ｃａｔｈｏｄｅ
　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｌａｍｐ、熱陰極管）、ＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉ
ｎｇ　Ｄｉｏｄｅ、発光ダイオード）、ＯＬＥＤ（Ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉ
ｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ、有機発光ダイオード［有機ＥＬ］）、無機ＥＬなどが使用され
る。
【０１１８】
　前述の光源からの光を、集光・拡散させて均一な輝度とするため、光を散乱させる構造
体を用いる。これらは光源の上に、拡散シート、レンズシート（プリズムシート）などを
配置してなるものであって、本発明においては偏光板の保護フィルムとして配置された前
述の光散乱性フィルムを含めて「光散乱性を有する構造」（「光散乱性構造」とも称する
。）を構成する。例えば、図２（ｂ）において、光散乱性を有する構造１５は、下拡散シ
ート３、集光シート４、および光散乱性フィルム１４を含む。この光散乱性フィルム１４
のヘイズ値は輝度むら防止の観点では０．１％以上が好ましく、正面白輝度のロスを考慮
すると３０％以下が好ましい。このため、輝度むら防止、正面白輝度の両観点においては
、この光散乱性フィルムのヘイズ値は０．１％～３０％が好ましく、１０％～３０％が特
に好ましい。
　これらの部材構成のうち、偏光板の保護フィルムとして配置される前述の光散乱性フィ
ルムを除いた構成の一例を図３および図４として示す。図３および図４においては、構造
の下側が光源側でありその下に光源が配置され、一方で上側が視認側でありその上には下
側偏光板と液晶セルが配置され、光源からの光は下側から上側へと視認側へ通る光路を取
る。なお、画面サイズや光源の配置などでも必要とされる光の散乱特性などが異なる上に
、高品質画像用途として、より均一な輝度を求めるためにレンズシートや拡散シートを多
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用する形態がある一方で、製造コストを抑制するためにより少ない部品点数で構成される
形態もあるため、図３および図４に示した態様に限定されることは無い。
　レンズシートは、面光源とするために前方（面に垂直方向）への集光効果を持たせたシ
ート（フィルムあるいは板）のことである。レンズシートは断面が鋸歯状やカマボコ状（
半楕円柱状）などがあり、四角錐状の突起を面状に配置したいわゆるプリズムシートもこ
れに含まれる。例えば、ＢＥＦ（住友３Ｍ社製）が代表的なものとして知られている。
　拡散シートは光を散乱・拡散させるための半透明なシート（フィルムあるいは板）で、
拡散フィルムや拡散板ともいわれる。主に、大きく光を拡散させることで広い面全体を均
一な明るさにするために使用する。
　さらに、レンズシートと拡散シートの両機能を併せ持った多機能シート（フィルム）や
、偏光選択層を有する偏光分離フィルム（例えば、ＤＢＥＦ（住友３Ｍ社製））などの機
能性シート（フィルム）が、薄型化や高機能化のために用いられることがある。
【実施例】
【０１１９】
　本発明を詳細に説明するために、以下に実施例を挙げて説明するが、本発明はこれらに
限定されるものではない。なお、特別の断りの無い限り、「部」及び「％」は質量基準で
ある。
【０１２０】
　光散乱層用塗布液Ａ－１の組成
　　ＰＥＴ－３０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５．０ｇ
　　イルガキュア１２７　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　８μｍ架橋アクリル・スチレン粒子（３０％）　　　　　１５．０ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２ｇ
　　ＣＡＢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０ｇ
　　ＭＩＢＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２．６ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２．５ｇ
【０１２１】
　光散乱層用塗布液Ａ－２の組成
　　ＰＥＴ－３０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０ｇ
　　イルガキュア１２７　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　８μｍ架橋アクリル粒子（３０％）　　　　　　　　　　　６．０ｇ
　　１２μｍ架橋アクリル・スチレン粒子（３０％）　　　　１８．０ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２ｇ
　　ＣＡＢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５．０ｇ
　　ＭＩＢＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２．６ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２．５ｇ
【０１２２】
　光散乱層用塗布液Ａ－３の組成
　　ＰＥＴ－３０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５．０ｇ
　　イルガキュア１２７　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　８μｍ架橋アクリル粒子（３０％）　　　　　　　　　　　４．５ｇ
　　１２μｍ架橋アクリル・スチレン粒子（３０％）　　　　２２．５ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２ｇ
　　ＣＡＢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０ｇ
　　ＭＩＢＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２．６ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２．５ｇ
【０１２３】
　上記光散乱層用塗布液各々について孔径３０μｍのポリプロピレン製フィルターでろ過
して塗布液を調製した。上記塗布液において硬化後のマトリックス（透光性粒子を除く光
散乱層）の屈折率は塗布液Ａ－１及び塗布液Ａ－３は１．５２５、塗布液Ａ－２は１．５
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【０１２４】
　ここで、マトリックスの屈折率は、アッベ屈折計で直接測定した。また、透光性粒子の
屈折率は、ヨウ化メチレン、１，２－ジブロモプロパン、ｎヘキサンから選ばれる任意の
屈折率の異なる２種類の溶媒の混合比を変化させて屈折率を変化させた溶媒中に透光性粒
子を等量分散して濁度を測定し、濁度が極小になった時の溶媒の屈折率をアッベ屈折計で
測定することで測定した。
【０１２５】
　透光性粒子の屈折率は下記の通りであった。
　　８μｍ架橋アクリル粒子　　　　　　　　　　　　　　　１．５００
　　８μｍ架橋アクリル・スチレン粒子　　　　　　　　　　１．５１５
　　１２μｍ架橋アクリル・スチレン粒子　　　　　　　　　１．５５５
【０１２６】
　低屈折率層用塗布液Ｌ－１の組成
　　エチレン性不飽和基含有含フッ素ポリマー（Ａ－１）　　　３．９ｇ
　　シリカ分散液Ａ（２２％）　　　　　　　　　　　　　　２５．０ｇ
　　イルガキュア１２７　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２ｇ
　　ＤＰＨＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０ｇ
　　ＭＩＢＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５．５ｇ
【０１２７】
　上記低屈折率層用塗布液は孔径１μｍのポリプロピレン製フィルターでろ過して塗布液
を調製した。
　上記塗布液を塗布硬化してなる低屈折率層の硬化後の屈折率は１．３６０であった。
【０１２８】
　それぞれ使用した化合物を以下に示す。
　ＰＥＴ－３０：ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
アクリレートの混合物［日本化薬（株）製］；
　ＤＰＨＡ：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキ
サアクリレートの混合物［日本化薬（株）製］；
　８μｍ架橋アクリル粒子（３０％）：平均粒径８．０μｍ［綜研化学（株）製］をポリ
トロン分散機にて１００００ｒｐｍで２０分間分散した粒子の固形分濃度３０％のＭＩＢ
Ｋ分散液）
　８μｍ架橋アクリル・スチレン粒子（３０％）：平均粒径８．０μｍ［積水化成品工業
（株）製］をポリトロン分散機にて１００００ｒｐｍで２０分間分散した粒子の固形分濃
度３０％のＭＩＢＫ分散液）
　１２μｍ架橋アクリル・スチレン粒子（３０％）：平均粒径１２．０μｍ［積水化成品
工業（株）製］をポリトロン分散機にて１００００ｒｐｍで２０分間分散した粒子の固形
分濃度３０％のＭＩＢＫ分散液）
　イルガキュア１２７：重合開始剤［チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製］；
　ＣＡＢ：セルロースアセテートブチレート［イーストマン・ケミカル社製］；
　ＭＥＫ：メチルエチルケトン；
　ＭＩＢＫ：メチルイソブチルケトン；
　エチレン性不飽和基含有含フッ素ポリマー（Ａ－１）：特開２００５－８９５３６号公
報製造例３に記載のフッ素ポリマー（Ａ－１）；
【０１２９】
　ＳＰ－１３：フッ素系の界面活性剤（ＭＥＫの１０質量％溶液として溶解した後に使用
した。）
【０１３０】
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【化１】

【０１３１】
　（シリカ分散液Ａ）
　中空シリカ微粒子ゾル（イソプロピルアルコールシリカゾル、平均粒子径６０ｎｍ、シ
ェル厚み１０ｎｍ、シリカ濃度２０質量％、シリカ粒子の屈折率１．３１、特開２００２
－７９６１６号公報の調製例４に準じサイズを変更して作成）５００ｇに、アクリロイル
オキシプロピルトリメトキシシラン（信越化学工業（株）製）１０ｇ、およびジイソプロ
ポキシアルミニウムエチルアセテート１．０ｇ加え混合した後に、イオン交換水を３ｇを
加えた。６０℃で８時間反応させた後に室温まで冷却し、アセチルアセトン１．０ｇを添
加した。この分散液５００ｇにほぼシリカの含量一定となるようにシクロヘキサノンを添
加しながら、減圧蒸留による溶媒置換を行った。分散液に異物の発生はなく、固形分濃度
をシクロヘキサノンで調整し２２質量％にしたときの粘度は２５℃で５ｍＰａ・ｓであっ
た。得られたシリカ分散液Ａのイソプロピルアルコールの残存量をガスクロマトグラフィ
ーで分析したところ、１．０％であった。
【０１３２】
　［実施例１～５、比較例２、３、参考例２］
　＜光学フィルム試料１～８の作製＞
【０１３３】
　（１）光散乱層の塗設
　８０μｍの厚さのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ、富士フイル
ム（株）製）をロール形態で巻き出して、光散乱層用塗布液Ａ－１を、特開２００６－１
２２８８９号公報実施例１記載のスロットダイを用いたダイコート法で、搬送速度３０ｍ
／分の条件で塗布し、６０℃で１５０秒乾燥の後、さらに窒素パージ下酸素濃度約０．１
％で１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用い
て、照度４００ｍＷ／ｃｍ２、照射量１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して塗布層を硬
化させ巻き取った。各光散乱層の膜厚は表１の値になるように塗布量を調整した。
【０１３４】
　（２）低屈折率層の塗設
　上記光散乱層を塗設したトリアセチルセルロースフィルムを再び巻き出して、上記低屈
折率層用塗布液Ｌ－１を前記のスロットダイを用いたダイコート法で、搬送速度３０ｍ／
分の条件で塗布し、９０℃で７５秒乾燥の後、窒素パージ下酸素濃度０．０１～０．１％
で２４０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて
、照度４００ｍＷ／ｃｍ２、照射量２４０ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、厚さ１００ｎ
ｍの低屈折率層を形成し、巻き取り、光学フィルムを作製した。
【０１３５】
　［実施例６］
　＜光学フィルム試料９の作製＞
　光散乱層の塗布液として光散乱層用塗布液Ａ－２を用い、光散乱層の塗設の際に搬送速
度を５ｍ／分とした以外は、光学フィルム試料１～８と同様の方法で光学フィルム試料９
を作製した。光散乱層の膜厚は表１の値になるように塗布量を調整した。
【０１３６】
　［実施例７］
　＜光学フィルム試料１０の作製＞
　光散乱層の塗布液として光散乱層用塗布液Ａ－３を用いたこと以外は、光学フィルム試
料１～８と同様の方法で光学フィルム試料１０を作製した。各光散乱層の膜厚は表１の値
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になるように塗布量を調整した。
【０１３７】
　［実施例８］
　＜光学フィルム試料１１の作製＞
　低屈折率層の塗設をしなかったこと以外は、光学フィルム試料１０と同様の方法で光学
フィルム試料１１を作製した。光散乱層の膜厚は表１の値になるように塗布量を調整した
。
【０１３８】
　（光学フィルムの評価）
　得られたこれらの光学フィルム試料について、以下の項目の評価を行った。結果を表１
に示した。
【０１３９】
　（１）透過画像鮮明度
　光学フィルムの像鮮明度（％）の測定には、ＪＩＳ　Ｋ７１０５（１９９９年版）に準
拠し、スガ試験機社製　ＩＣＭ－１Ｔを使用した。本発明における像鮮明度の光学くしは
２．０ｍｍで測定した場合の値と規定した。
【０１４０】
　（２）へイズ
　ＪＩＳ－Ｋ７１３６に準じて、得られた光学フィルムの全ヘイズ値（Ｈ）を測定した。
【０１４１】
　（３）中心線平均粗さＲａ：
　ＪＩＳ－Ｂ０６０１（１９８２）に準じて、小坂研究所（株）製、サーフコーダー　Ｍ
ＯＤＥＬ　ＳＥ－３Ｆを用いて中心線平均粗さ（Ｒａ）（μｍ）の測定を行なった。
　測定条件は、評価長さ２．５ｍｍ、カットオフ０．２５ｍｍ、速度０．５ｍｍ／ｓ、探
針径２μｍ、加重３０μＮで行った。
【０１４２】
　（４）光散乱プロファイル
　フォトゴニオメータ（ＧＰ－５（株）村上色彩技術研究所製）を用い測定した（図１１
参照）。光源は角度１．５°の収斂光、検出器の受光角は２°の条件とした。得られた光
学フィルムの法線方向から光を入射し、フィルム法線を含む平面内で角度を連続的に変え
ながら透過散乱光量を測定し、光散乱プロファイルを得た。透過散乱光量は、フィルムが
ない状態での光源の光量を１とし、光源の光量に対する相対値として表した。
【０１４３】
　（光学フィルムの鹸化処理）
　上記で得られた光学フィルム試料１～１１について、以下の処理を行った。
　１．５ｍｏｌ／Ｌの水酸化ナトリウム水溶液を調製し、５５℃に保温した。０．０１ｍ
ｏｌ／Ｌの希硫酸水溶液を調製し、３５℃に保温した。作製した光学フィルムを上記の水
酸化ナトリウム水溶液に２分間浸漬した後、水に浸漬し水酸化ナトリウム水溶液を十分に
洗い流した。次いで、上記の希硫酸水溶液に１分間浸漬した後、水に浸漬し希硫酸水溶液
を十分に洗い流した。最後に試料を１２０℃で十分に乾燥させた。
　このようにして、鹸化処理済み光学フィルムを作製した。
【０１４４】
　（偏光板の作製）
　１．５ｍｏｌ／Ｌ、５５℃のＮａＯＨ水溶液中に２分間浸漬したあと中和、水洗した、
８０μｍの厚さのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ、富士フイルム
（株）製）と、作製した光学フィルム試料（鹸化処理済み）の各々のフィルムに、ポリビ
ニルアルコールにヨウ素を吸着させ、延伸して作製した偏光膜の両面を接着、保護して偏
光板試料１～１１を作製した。
【０１４５】
＜液晶表示装置の作製＞
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　ＬＧ　Ｄｉｓｐｌａｙ社製ノートＰＣ（Ｒ７００－ＸＰ５０Ｋ）は液晶パネルのバック
ライト側偏光板にＡＧ（アンチグレア）処理を施した製品であり、これを用いて各試料の
性能を評価した。前記ノートＰＣを分解して調べた結果、図１（ｂ）記載の構成（詳細に
はバックライトユニットは導光板の上に、下拡散シート、プリズムシート２枚、上拡散シ
ートの順で積層された構造）であった。このバックライトユニットの上拡散シートを取り
外して評価に使用した。評価はバックライト側の偏光板を剥がして、そこに上記偏光板試
料１～１１を、保護フィルム（ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ）側が液晶セル側となるように各々粘
着材で貼り付けた。なお、光散乱性フィルムの無い偏光板（ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕをバック
ライト側保護フィルムとして使用）を貼り付けた場合を［比較例１］とした。また、前記
ノートＰＣ製品に具備されていたＡＧ処理偏光板を用いた場合を［参考例１］とした。
【０１４６】
　（液晶表示装置の評価）
　＜輝度むら＞
　作製した液晶表示装置にビデオ信号ジェネレーター（ＶＧ－８４８；アストロデザイン
（株）製）より信号を入力し、全面ベタ表示で１２８／２５６階調の灰色表示とし、暗室
下で様々な方向から画面を目視観察し、輝度むら（モアレ発生等を含む表示むらを官能評
価）の有無を評価した。
　○：輝度むらが観察されない
　△：輝度むらが弱く観察される
　×：輝度むらが明瞭に観察される
　また、実施例については上述の環境下で面内の輝度ムラを観察したが、ムラなく均一で
あった。一方で比較例では面内で明らかに不自然な輝度ムラが現れたものがあった。
【０１４７】
　＜正面白輝度＞
　輝度むら評価と同様の方法で液晶表示装置を全面ベタ表示で２５６／２５６階調の白色
表示とし、暗室下において液晶表示装置平面の法線（正面）方向から輝度計（ＢＭ５－Ａ
；（株）トプコン製）にて輝度を測定した。尚、バックライト側偏光板の表面に光散乱性
フィルムを使用しない場合を基準とする。
　○：全く低下していない（基準値の９９％以上）
　△：やや低下している（基準値の９５％以上９９％未満）
　×：低下している（基準値の９５％未満）
　結果を下記表１に示す。
【０１４８】
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【表１】

【０１４９】
［光散乱性基材の作製］
　表２に示したドープ処方にて、各ドープを作製し、基層ドープと表層ドープを表３に示
した構成になるように同時に流延し、光散乱性基材試料２１～３５を作製した。該試料２
１～３３、３５は、図９に示した流延装置を使い、表層１用のドープが鏡面仕上げし－１
０℃に冷却したドラム側になるように流延し、溶剤を揮発させながら冷却でゲル化させ、
ウェブを剥ぎ取った。１００℃の熱風にて残留溶剤量が１０質量％になるまで乾燥し、そ
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の後１４０℃の熱風にて１０分間乾燥させた。光散乱性基材試料３４は図１０に示した流
延装置を使い、鏡面仕上げした１８℃のバンド上に流延し、同様の乾燥を行った。得られ
た光散乱性基材試料の屈折率はいずれも１．４８だった。
【０１５０】
　各光散乱性基材試料の評価結果、および、それを液晶表示装置のバックライト側偏光板
保護フィルムとして使用したときの表示性能を下記表４に示す。
【０１５１】
【表２】

【０１５２】
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【表３】

【０１５３】
　使用した材料を以下に示す。
　セルローストリアセテート：アセチル置換度２．８６、粘度平均重合度３１０
　紫外線吸収剤：ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤（ＴＩＮＵＶＩＮ３２６／ＴＩＮＵ
ＶＩＮ３２８の２０／８０質量％の混合物、それぞれチバ・ジャパン（株）製）
　Ｒ９７２：一次粒径約１６ｎｍ、ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、日本アエロジル（株）製
　Ｓ４３１：平均粒径約２．５μｍ、サイリシア４３１、富士シリシア化学（株）製
　２０００Ｍ：メラミン樹脂真球状粒子、平均粒径２．０μｍ、オプトビーズ２０００Ｍ
、日産化学（株）製
　ＫＥＰ－１５０：シリカ真球状粒子、平均粒径２．５μｍ、シーホスタＫＥＰ－１５０
、日本触媒（株）製
　ＭＸ－３５０：架橋ポリメチルメタクリレート真球状粒子、平均粒径３．５μｍ、綜研
化学（株）製
　ＸＸ－８２Ｓ：架橋ポリメチルメタクリレート真球状粒子、平均粒径６μｍ、積水化成
品工業（株）製
　ＸＸ－７６Ｓ：架橋ポリメチルメタクリレート真球状粒子、平均粒径８μｍ、積水化成
品工業（株）製
　ＸＸ－１４７Ｓ：架橋ポリメチルメタクリレート－スチレン共重合真球状粒子、平均粒
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径８μｍ、積水化成品工業（株）製
　ＭＸ－１５００：架橋ポリメチルメタクリレート真球状粒子、平均粒径２０μｍ、綜研
化学（株）製
　尚、基層ドープの固形分濃度は２３質量％、表層ドープの固形分濃度は１８質量％にな
るように、メチレンクロライド：メタノールの９０：１０質量比の混合溶剤で調整した。
　また、粒子の屈折率は、屈折率の異なる２種類の溶媒の混合比を変化させて屈折率を変
化させた溶媒中に粒子を等量分散して濁度を測定し、濁度が極小になった時の溶媒の屈折
率をアッベ屈折計で測定することで測定した。
【０１５４】
＜偏光板および液晶表示装置の作製＞
　フィルム試料２１～３５について、前記実施例１～８と同様に偏光板および液晶表示装
置を作製した。なお、光散乱性基材の表層１側が偏光膜側となるように偏光板を作製し、
偏光板のＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ側が液晶セル側となるように液晶表示装置を作製した。
【０１５５】
＜光散乱性基材および液晶表示装置の評価＞
　前記実施例１～８と同様に光散乱性基材および液晶表示装置を評価した。結果は下記表
４に示した。
【０１５６】
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【表４】

【０１５７】
　表４より、本発明の光学フィルムを液晶表示装置のバックライト側偏光板保護フィルム
として使用することにより、正面での白輝度の低下とモアレが生じることのない、液晶表
示装置が得られた。以上述べてきたように、本発明の液晶表示装置は、上拡散シートの代
わりに用いる光学フィルムの光散乱特性を、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮明度測定
装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の値が９．５％～
６１．５％である光散乱性を有することで、モアレや輝度ムラ低減を実現することを見出
した。また、本発明者は有効に作用するような散乱角度にのみ散乱強度を持たせるように
実施例の試料を作製した。即ち前方散乱性がやや強く２°～６°付近の相対散乱強度が大
きい特性にし、かつ多重散乱による広角散乱を防止した特性とさせることで、モアレ等の
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【符号の説明】
【０１５８】
１　光源
２　発光光源
３　下拡散シート（又は拡散板）
４　集光シート（プリズムシート、レンズシート）
５　上拡散シート
６　バックライトユニット
７　液晶セル
８　透明基板（ガラス、プラスチック）
９　保護フイルム（または位相差フイルム）
１０　偏光膜
１１　保護フイルム
１２　液晶パネル
１３　導光板
１４　散乱性を有する光学フイルム（保護フイルムを兼ねる）
１５　光散乱性を有する構造
２１　拡散シート
２２　レンズシート
２３　拡散板
２４　多機能シート
３０　流延ダイ
３２　マニホールド
３３　フィードブロック
４１　光透過性基材
４２　基層
４３　表層
４４　表層
４４ａ　表層
４４ｂ　表層
４５　硬化層
４６　透光性粒子
４７　第２の硬化層
５１　攪拌機
５２　移送ポンプ
５３　濾過器
５４　ストックタンク
５５ａ　バック層用流延送液ポンプ
５５ｂ　基層用流延送液ポンプ
５５ｃ　表層用流延送液ポンプ
５５ｄ　最表層用流延送液ポンプ
５６ａ　添加剤注入ポンプ（溶剤、マット剤、他）
５６ｃ　添加剤注入ポンプ（溶剤、透光性粒子、他）
５６ｄ　添加剤注入ポンプ（溶剤、透光性粒子、他）
５７　流延ダイ
５８　流延バンド
５９　減圧チャンバー
６０　流延ドラム
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【手続補正書】
【提出日】平成25年6月20日(2013.6.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮明度
測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の値が３０％
～６１．５％である光散乱性を有する光学フィルムを、バックライト側偏光板保護フィル
ムとし、かつ、光源と液晶セルの間に集光シートを有し、かつ、上拡散シートがないこと
を特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　前記光学フィルムの像鮮明度の値が３０％～５５％であることを特徴とする、請求項１
に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　ヘイズが０．１％～３０％である光学フィルムを含む光散乱性を有する構造を光源と液
晶セルの間に有することを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　光源と液晶セルの間に偏光板を有し、該偏光板にヘイズが０．１％～３０％である光散
乱性を有する光学フィルムが積層されていることを特徴とする請求項１～３のいずれか１
項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記光学フィルムが光散乱層を有し、該光学フィルムの光散乱層を有する側の表面の中
心線平均粗さＲａの値が０．００４μｍ～０．４５μｍであることを特徴とする請求項１
～４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記光学フィルムの、受光角２°のゴニオフォトメーターで測定される散乱光プロファ
イルの光源に対する出射角４°の散乱強度の値が、０．０３～０．０７であることを特徴
とする請求項１～５のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記光学フィルムが透光性粒子として平均粒径が２．５μｍを超え２０μｍ以下の架橋
樹脂粒子を含むことを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　前記光学フィルムが、セルロースアシレートを含む光透過性基材と光散乱層とを含み、
該光学フィルムの膜厚が２０μｍ～２００μｍであることを特徴とする請求項１～７のい
ずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　透光性粒子およびマトリックス形成成分を含む組成物を光透過性基材上に塗布して前記
光散乱層を形成する工程を含むことを特徴とする請求項５～８のいずれか１項に記載の液
晶表示装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記光学フィルムが偏光板保護フィルムであることを特徴とする請求項１～８のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【０００８】
　すなわち、本発明者らは、以下の各構成により、上記目的を達成した。
＜１＞
　バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮明度
測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の値が３０％
～６１．５％である光散乱性を有する光学フィルムを、バックライト側偏光板保護フィル
ムとし、かつ、光源と液晶セルの間に集光シートを有し、かつ、上拡散シートがないこと
を特徴とする液晶表示装置。
＜２＞
　前記光学フィルムの像鮮明度の値が３０％～５５％であることを特徴とする、＜１＞に
記載の液晶表示装置。
＜３＞
　ヘイズが０．１％～３０％である光学フィルムを含む光散乱性を有する構造を光源と液
晶セルの間に有することを特徴とする＜１＞又は＜２＞に記載の液晶表示装置。
＜４＞
　光源と液晶セルの間に偏光板を有し、該偏光板にヘイズが０．１％～３０％である光散
乱性を有する光学フィルムが積層されていることを特徴とする＜１＞～＜３＞のいずれか
１項に記載の液晶表示装置。
＜５＞
　前記光学フィルムが光散乱層を有し、該光学フィルムの光散乱層を有する側の表面の中
心線平均粗さＲａの値が０．００４μｍ～０．４５μｍであることを特徴とする＜１＞～
＜４＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜６＞
　前記光学フィルムの、受光角２°のゴニオフォトメーターで測定される散乱光プロファ
イルの光源に対する出射角４°の散乱強度の値が、０．０３～０．０７であることを特徴
とする＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜７＞
　前記光学フィルムが透光性粒子として平均粒径が２．５μｍを超え２０μｍ以下の架橋
樹脂粒子を含むことを特徴とする＜１＞～＜６＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜８＞
　前記光学フィルムが、セルロースアシレートを含む光透過性基材と光散乱層とを含み、
該光学フィルムの膜厚が２０μｍ～２００μｍであることを特徴とする＜１＞～＜７＞の
いずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜９＞
　透光性粒子およびマトリックス形成成分を含む組成物を光透過性基材上に塗布して前記
光散乱層を形成する工程を含むことを特徴とする＜５＞～＜８＞のいずれか１項に記載の
液晶表示装置の製造方法。
＜１０＞
　前記光学フィルムが偏光板保護フィルムであることを特徴とする＜１＞～＜８＞のいず
れか１項に記載の液晶表示装置。
　なお、本発明は上記＜１＞～＜１０＞に関するものであるが、参考のためその他の事項
（例えば下記１．～９．に関する事項）についても記載した。
１．　バックライトを有する液晶表示装置であって、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づく像鮮
明度測定装置を用いて２ｍｍの幅を有する光学くしを通して測定される像鮮明度の値が９
．５％～６１．５％である光散乱性を有する光学フィルムを、光源と液晶セルの間に有す
ることを特徴とする液晶表示装置。
２．　ヘイズが０．１％～３０％である光学フィルムを含む光散乱性を有する構造を光源
と液晶セルの間に有することを特徴とする上記１に記載の液晶表示装置。
３．　光源と液晶セルの間に偏光板を有し、該偏光板にヘイズが０．１％～３０％である
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光散乱性を有する光学フィルムが積層されていることを特徴とする上記１または２記載の
液晶表示装置。
４．　前記光学フィルムが光散乱層を有し、該光学フィルムの光散乱層を有する側の表面
の中心線平均粗さＲａの値が０．００４μｍ～０．４５μｍであることを特徴とする上記
１～３のいずれかに記載の液晶表示装置。
５．　前記光学フィルムの、受光角２°のゴニオフォトメーターで測定される散乱光プロ
ファイルの光源に対する出射角４°の散乱強度の値が、０．０３～０．０７であることを
特徴とする上記１～４のいずれかにのいずれかに記載の液晶表示装置。
６．　前記光学フィルムが透光性粒子として平均粒径が２．５μｍを超え２０μｍ以下の
架橋樹脂粒子を含むことを特徴とする上記１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
７．　前記光学フィルムが、セルロースアシレートを含む光透過性基材と光散乱層とを含
み、該光学フィルムの膜厚が２０μｍ～２００μｍであることを特徴とする上記１～６の
いずれかに記載の液晶表示装置。
８．　透光性粒子およびマトリックス形成成分を含む組成物を光透過性基材上に塗布して
前記光散乱層を形成する工程を含むことを特徴とする上記４～７のいずれかに記載の液晶
表示装置の製造方法。
９．　前記光学フィルムが偏光板保護フィルムであることを特徴とする上記１～７のいず
れかに記載の液晶表示装置。
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